
 

 

令和 5年度 老人保健事業推進費等補助金 

老人保健健康増進等事業 

 

介護予防に資するアウトリーチの手法にかかる医療専門職と 

介護関係者の連携の在り方に関する調査研究事業 

－報告書－ 

 
 
 
 
 
 
 

 

 

 

 

 

 
 
 
 
 

 

令和 6（2024）年 3月 



1 
 

目次 

 

第 1章 本調査研究の背景・目的及び手法 ................................................................................ 2 

1. 背景・目的 ...................................................................................................................... 3 

2. 調査手法 ....................................................................................................................... 4 

第 2章 アンケート調査 ............................................................................................................... 8 

1. アンケート調査手法 .......................................................................................................... 9 

2. 市区町村向けアンケート調査結果 .................................................................................. 10 

第 3章 ヒアリング調査 .............................................................................................................. 19 

1. 調査手法 ..................................................................................................................... 20 

2. 調査結果 ..................................................................................................................... 22 

ヒアリング個票 ........................................................................................................................... 24 

1. 栃木県高根沢町 .......................................................................................................... 25 

2. 千葉県流山市 .............................................................................................................. 27 

3. 東京都墨田区 .............................................................................................................. 30 

4. 東京都稲城市 .............................................................................................................. 34 

5. 神奈川県伊勢原市 ....................................................................................................... 37 

6. 山梨県山梨市 .............................................................................................................. 39 

7. 兵庫県洲本市 .............................................................................................................. 41 

第 4章 セミナーの開催 ............................................................................................................. 42 

1. 目的・概要 .................................................................................................................... 43 

2. 実施結果 ..................................................................................................................... 46 

第 5章 総 括 ........................................................................................................................ 52 

総 括 .................................................................................................................................. 53 

参考資料① 市区町村向けアンケート調査単純集計 .................................................................. 64 

リーフレット .............................................................................................................................. 148 

 



2 
 

第1章 
本調査研究の背景・目的及び手法 
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1. 背景・目的  

1-1 本調査研究事業の背景  

我が国では、65歳以上の高齢者人口が増加の一途をたどり、総人口は減少傾向にあるも

のの、2022年 10月時点で 3,624万人、総人口に占める割合は 29.0%に達した。このよう

な背景から、高齢者が介護状態に陥ることを予防しその時期を遅らせることが求められて

おり、各市町村では介護予防や、健康状態から要介護状態へ移行する中間の段階であるフ

レイル対策の取組を強化している。 

しかしながら、フレイル対策のための自治体施策等に自発的に参加しない高齢者は、特

にフレイル状態に陥っている可能性が高いにもかかわらず、多くの市町村ではそのような

高齢者を把握できていない。また、そのような高齢者は市町村が提供する事業やサービス

への参加意欲が低く、対象者を特定できたとしても適切なサービス等につなぐことは困難

なケースも多い。こうした問題意識に鑑み、フレイル状態に陥りつつある高齢者を抽出・

把握し、適切なサービスや地域資源につなぐべく働きかけるための手法を確立することが

求められている。 

また、医療機関に通院している高齢者や退院後すぐの高齢者で、介護予防の取組への参

加が効果的な高齢者も多く存在すると考えられるが、医療従事者と市町村や地域包括支援

センターとの連携は十分といえず、その仕組みも確立されていない。そのため、医療機関

側でフレイル高齢者を把握したとしても、その情報が市町村や介護関係者に伝わらず、必

要な支援を受けられないまま状態悪化に至ってしまう恐れもある。 

 

1-2 本調査研究事業の目的  

上記の課題意識のもと、本調査研究では、特にフレイル状態であると考えられるものの施

策に参加せず状態が不明な高齢者の介護予防を後押しすることを至上命題とし、介護予防

に資するアウトリーチの手法に係る医療専門職と介護関係者の連携における有効な手法の

調査・検討を行った。 

具体的には、医療専門職と市町村・地域包括支援センター間の連携に係る下記 3 項目を

検討した。 

①フレイル状態にあると考えられる高齢者の把握、 

②高齢者の状態に応じた参加を促すべき適切な既存事業や地域の諸活動/取組等の検討、 

③高齢者の特性を踏まえた既存事業への参加の働きかけ 

上記に係る市町村の課題や好事例を収集し、同事業に取り組む自治体の参考となる情報

提供活動につなげることを目的とした。 

  



4 
 

2. 調査手法  

2-1 調査手法  

（１） 検討会の開催 

前節でも述べたように、各市町村では介護予防や健康状態から要介護状態へ移行する中

間の段階であるフレイル対策の取組を強化しているものの、フレイル対策のための自治体

施策等に自発的に参加しない高齢者は、特にフレイル状態に陥っている可能性が高いにも

かかわらず、そのような高齢者の把握は困難である。また、そのような高齢者は市町村が

提供する事業やサービスへの参加意欲が低く、対象者を特定できたとしても適切なサービ

ス等につなぐことは困難なケースも多い。 

医療機関に通院している高齢者や退院後すぐの高齢者で、介護予防の取組への参加が効

果的な高齢者も多く存在すると考えられるが、医療従事者と市町村や地域包括支援センタ

ーとの連携は十分といえず、その仕組みも確立されていない。そのため、医療機関側でフ

レイル高齢者を把握したとしても、その情報が市町村や介護関係者に伝わらず、必要な支

援を受けられないまま状態悪化に至ってしまう恐れもある。 

そこで、介護予防領域における医療専門職と自治体職員・地域包括支援センター職員の

連携に関する検討会を設置し、自治体が直面している課題について議論するとともに、連

携を効果的に進めていくための方策を諮問することとした。 

 

＜開催日程および論点・課題＞ 

回数 日程 論点・議題 

第 1回 令和 5（2023）年 

10月 3日 

・本調査研究の概要・趣旨共有 

・本調査研究の論点や全体像についての議論 

・調査におけるポイントに関するご意見 

第 2回 令和 5（2023）年 

11月 30日 

・アンケート・ヒアリング結果の共有・議論 

・ヒアリング実施における留意点、調査におけるポイントに関するご

意見 

第 3回 令和 6（2024）年 

1月 24日 

・ヒアリング結果の共有・議論 

・ヒアリング・アンケート結果から見える、今後の推進方策に関する

議論 

・報告書案へのご助言 
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（２） アンケート調査 

関東信越厚生局管内の 1都 9県及び 450市区町村の地域包括ケアに携わる部署を対象と

し、介護予防領域における医療専門職と自治体職員・地域包括支援センター職員の連携に関

する市町村の現状、医療専門職の意識、抱える課題と求める支援、好取組といえる取組内容

の詳細等の把握を目的として、「介護予防に資するアウトリーチの手法にかかる医療専門職

と介護関係者の連携の在り方に関する調査研究事業 アンケート調査」を実施した。 

調査実施に当たっては、まずはアンケート調査票の設計を行った。続いて、調査票の確定

後、市区町村への回答依頼に当たっては、都県の協力を仰ぎアンケート実施の案内を送信し

た。 

調査期間は、令和 5（2023）年 10月 13日～令和 5（2023）年 11月 22日とした。有効

回答数は、260件（有効回答率 57.8%）となった。 

ここに、調査にご協力いただいた関東信越厚生局管内の市区町村のご担当者に御礼を申

し上げたい。なお、調査結果の詳細については第２章において詳述し、調査票は参考資料に

掲載した。 

（３） ヒアリング調査 

1）ヒアリング調査対象の抽出 

検討会での議論及びアンケート結果から、図表 1 の選定軸でヒアリング先を抽出し、厚

生労働省関東信越厚生局と協議の上で、地域と人口規模のばらつきを考慮して選定した。 

 

図表 1 ヒアリング先選定の考え方 

 

 

2）ヒアリング調査の実施概要 

上記の条件に該当するヒアリング対象を選定した後、令和 5（2023）年 11 月下旬～令和

5（2023）年 12 月下旬にかけてヒアリング調査を実施した。調査対象は次表の通りである

（図表 ２）。 
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図表 2 ヒアリング先市町村 

 

 

 

 

 

 

  

# 都道府県  区    
   

     有無 ①            ③            

①フレイル
  だ  
え   高
齢者 把
握

②高齢者
  況  
   高
齢者 合っ
 参加 促
すべ 既存
事業 検
討

③既存事
業へ 参
加 促す働
 かけ

    
 主 診
 所  
かかり け
  

    
 紹介受
診重  
 機  
勤務す  
  

   , 以外
 
  

    
  

    
 主 
診 所 
 かかり 
け  

    
 紹介受
診重  
 機  
勤務す  
  

   , 以外
 
  

    
  

 東京都 稲城 9 ,    ● ● ●

2 栃木県 高根沢  9,    ● ● ● ● ● ● ● ●

3 千葉県 流山   8,    ● ● ● ● ●

4 東京都 墨田区   9,98  ● ● ● ● ● ●

5 神奈川県 伊勢原 99,9   ● ● ● ● ● ● ● ● ●

6 山梨県 山梨   ,    ● ● ● ● ● ● ● ● ●

7 兵庫県 洲本   ,8   管外自治体のためアンケート回答なし



8 
 

第2章 
アンケート調査 
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1. アンケート調査手法  

1-1 アンケート調査の概要  

（１） 調査対象 

関東信越厚生局管内の全 450自治体を対象に、市区町村向けアンケートを実施した。 

（２） 調査方法 

エクセルシートを用いて作成した調査票を、都県を経由し、各市区町村へメールで送付した。

その後、回答済みエクセルシートをメールにて回収・集計した。 

（３） 調査期間 

令和 5（2023）10月 17日(金)から同年 11月 22日(水)に実施した。 

（４） 調査内容 

属性情報として、要支援・介護認定者数、要支援・介護認定率、地域包括支援センター数

をそれぞれ調査した。 

次に、医療専門職との連携状況について、①フレイル状態にあると考えられる高齢者の把

握、②高齢者の状態に応じた参加を促すべき適切な既存事業や地域の諸活動/取組等の検討、

③高齢者の特性を踏まえた既存事業への参加の働きかけそれぞれでの取組の有無とその詳

細な内容を調査した。 

また、取組の実施有無に関わらず、抱える課題や求める支援等を調査した。 

 

（５） 有効回答数及び有効回答率 

 対象自治体数：450 

 有効回答自治体数：260 

 有効回答率：57.8% 
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2. 市区町村向けアンケート調査結果  

2-1 調査結果概要  

市区町村向けアンケートについて、調査結果概要は以下の通り。各設問の結果については、

次項にて詳述する。 
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2-2 調査結果詳細  

（１） フレイル状態だと考えられる高齢者の把握の推進 

医療専門職と市町村職員・地域包括支援センター職員が連携しながらフレイル状態だと

考えられる高齢者の把握の推進を推進している市町村は 4割であった。そのうち、連携の

内容としては、医療専門職に対する介護予防事業の実施依頼が最も多く 6割を超えた。次

いで、介護予防事業案内の依頼・フレイルチェックの実施依頼も 4割を超えていた。 

 

図表 3 フレイル状態だと考えられる高齢者の把握の推進の取組内容 

N=110 

 

取組で連携している施設としては、病院が最も多く 5割を超えた。次いで、診療所が大

きくこれも 5割を超えたことから、医療機関が連携先として多いことが見て取れた。連携

している医療専門職として、リハ職が最も多く 7割以上だった。次いで、医師（主に診療

所等のかかりつけ医）と管理栄養士・栄養士が 4割を超えていた。 
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図表 4 フレイル状態だと考えられる高齢者の把握における連携している医療専門職 

N=109 

 

（２） 高齢者の状態に応じた参加を促すべき適切な既存事業や地域の諸活動/取組等の検討 

医療専門職と市町村職員・地域包括支援センター職員が連携しながら、高齢者の状態に応

じた参加を促すべき適切な既存事業や地域の諸活動/取組等の検討を実施している市町村は

約 7割であった。検討の場としては、地域ケア会議が最も多く 8割を超えた。また、中心的

な役割を担っているものとしても最も多く 6割強であった。 

 

図表 5 高齢者の状態に応じた参加を促すべき 

適切な既存事業や地域の諸活動/取組等の検討の場 

 

N=179 

 

図表 6 高齢者の状態に応じた参加を促すべき 

適切な既存事業や地域の諸活動/取組等の検討の場 
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上記の検討の中心的な役割を担っている会議体の参加者のうち、医療専門職の会議体の

参加者として多いのは、理学療法士、作業療法士、管理栄養士・栄養士、薬剤師であり、そ

れぞれ 5割を超えている。 

 

図表 7 高齢者の状態に応じた参加を促すべき 

適切な既存事業や地域の諸活動/取組等の検討の場の参加者 

N=180 

 

（３） 高齢者の特性を踏まえた既存事業への参加の働きかけ 

医療専門職と市町村職員・地域包括支援センター職員が連携しながら、高齢者の特性を踏

まえた既存事業への参加の働きかけを行っている市町村は 5 割を超えていた。取組の内容

としては、介護予防事業の実施依頼が最も多く、6割を超えた。次いで、介護予防事業案内

の依頼、会議体の設置・運営が 4割前後であった。 

  

 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 

 
 
以
外
 
参
加
者

     
     

     
    

     
     

     
     

     
     
     

     
     
     

     
     
     
     
     

     
     
     

    
    

     

                  

                            
                     

                        事務  
                  事務  

     
          
        

               
            

      
    業   

    ル   介  
        

      
        

     主 診 所  かかり け  
   本    
      
       

         ル    
        
     以外   

             ル    
     紹介受診重   機  勤務す    

      

       



14 
 

図表 8 高齢者の特性を踏まえた既存事業への参加の働きかけの取組内容 

 

N=135 

 

取組で連携している施設として、病院が最も多く 6割超であった。次いで診療所が多く 5

割であり、医療機関との連携が多いことが見て取れた。連携している医療専門職としてはリ

ハ職が最も多く、7割を超えた。次いで、管理栄養士・栄養士、医師（主に診療所等のかか

りつけ医）、歯科衛生士が多く、それぞれ 4割を超えている。 

 

図表 9 取組で連携している施設 

 

N=134 
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図表 10 高齢者の特性を踏まえた既存事業への参加の働きかけで 

連携している医療専門職 

N=134 

 

連携の結果、参加を促したことがある事業として地域介護予防活動支援事業が 6割、 

地域リハビリテーション活動支援事業が 5割、通所型サービス Cが 4割と順に大きい。 

 

図表 11 医療専門職との連携の結果参加を促したことがある事業 

N=127 
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（４） 医療専門職と市町村職員・地域包括支援センター職員の連携における（１）～（３）全般 

医療専門職との連携する際の市町村職員の感じ方について、医師と歯科医師に対して連

絡をためらう割合が高く、1～3割前後である。 

 

図表 12 医療専門職との連携・連絡を取る際の感じ方 

 

また、介護予防への取組における各医療専門職の行動変容ステージモデル上の位置とし

て、リハ職・管理栄養士・栄養士、歯科衛生士は「実行期」「維持期」の割合が高く、連

携できている割合が高い。一方で、診療所等のかかりつけ医を除く医師や歯科医師は「日

ごろ接触しない」の割合が高く、連携のための関係性構築が求められる。 
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図表 13 医療専門職の状態 

 
 

介護予防領域における医療専門職との連携における課題として、市町村・地域包括支援

センターの人員不足が最も大きく 7割超であった。次いで、医療機関の人員不足、医療専

門職のインセンティブがないこと・インセンティブを設計できないことが挙げられた。 
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図表 14 介護予防領域における医療専門職との連携における課題 

 

N=260 

 

都道府県に求める支援として、好取組事例の紹介が 59%、セミナー・研修会の実施が

54%、都道府県主導での推進が 48%、財政的支援が 44%、情報交換の場の設置が 43%と

大きかった。 

 

図表 15 介護予防領域における医療専門職との連携で都道府県に求める支援 

N=260 
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第3章 
ヒアリング調査 
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1. 調査手法  

（１） 調査対象 

検討会での議論及びアンケート結果から、図表 1 の選定軸でヒアリング先を抽出し、厚

生労働省関東信越厚生局と協議の上で、地域と人口規模のばらつきを考慮して選定した。 

 

図表 16 ヒアリング調査対象の考え方 

 

上記の条件に該当するヒアリング対象を選定した後、令和 5（2023）年 11 月下旬～令和

5（2023）年 12 月下旬にかけてヒアリング調査を実施した。調査対象は次表の通りである

（図表 ２）。 

 

図表 17 ヒアリング先市町村 
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診重  
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勤務す  
  

   , 以外
 
  

    
  

 東京都 稲城 9 ,    ● ● ●

2 栃木県 高根沢  9,    ● ● ● ● ● ● ● ●

3 千葉県 流山   8,    ● ● ● ● ●

4 東京都 墨田区   9,98  ● ● ● ● ● ●

5 神奈川県 伊勢原 99,9   ● ● ● ● ● ● ● ● ●

6 山梨県 山梨   ,    ● ● ● ● ● ● ● ● ●

7 兵庫県 洲本   ,8   管外自治体のためアンケート回答なし
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（２） 調査方法 

オンラインまたは対面によるヒアリング調査 

 

（３） 調査期間 

令和 5（2023）年 11月下旬～令和 5（2023）年 12月下旬 

（４） 調査内容 

高齢者の介護予防を推進するための医療専門職と市町村職員・地域包括支援センター職

員の連携について、下記 3 つのステップに分けて取組内容や奏功ポイント、課題を調査し

た。 

①フレイル状態だと考えられる高齢者の把握の推進 

②高齢者の状態に応じた参加を促すべき適切な既存事業や地域の諸活動/取組等の検討 

③高齢者の特性を踏まえた既存事業への参加の働きかけ 

具体的な調査項目は以下の通り。 

 

図表 18 ヒアリング調査内容 
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2. 調査結果  

市町村へのヒアリングから、フレイル状態であると考えられる者のうち施策に参加しな

い高齢者や、状態が不明な高齢者への働きかけについて、①高齢者の把握、②高齢者の振

り分け、③介護予防の”場”へのつなぎ・定着化の観点での要諦を下記のように取りまと

めた。 

 

①高齢者の把握 

フレイル状態にあると考えられる高齢者の把握につながる起点は、行政や医療専門職、

民生委員など幅広い主体・職種で事例が見られた。また、主体・職種によって、発見・把

握につながるきっかけや方法が異なっていた。 

 

図表 19 高齢者の把握につながる主体・職種と把握につながるきっかけ 

主体・職種 把握につながるきっかけ 

行政 KDBシステムデータを活用した健康状態不明者や、低栄養者な

どの特定条件に合致する対象者の抽出 

地域包括支援センター サロン・通いの場での状態観察のほか、基本チェックリス

ト・栄養や口腔等に関するアンケートの実施などを通じた要

配慮者の抽出 

歯科医師 口腔・歯科健診を通じた口腔・嚥下機能の検査を実施するな

ど、オーラルフレイルに該当する対象者の把握 

薬剤師 薬局店頭での状態観察やフレイルチェックを通じた身体機能

の低下や MCIの兆候の把握 

理学療法士・作業療法士・

言語聴覚士 

病院内のリハビリテーション室との連携による要配慮者の 

把握 

民生委員 ゴミ出しや言動など生活状況の観察をきっかけとしたフレイ

ル・MCIの兆候の把握 

民間企業 顧客とのコミュニケーションの中で要配慮者を把握 

 

②高齢者の振り分け 

①で発見・把握した高齢者を適切な事業や取組につないだり、継続的な支援方法を検討

したりする方法としては、次のような事例が見られた。 

第一に、地域包括支援センターや行政が中心となって必要な支援を検討する事例があっ

た。地域包括支援センターや行政機関に所属する専門職によるアセスメントを経て、状態

に応じた場・事業を選定していた。アセスメントは、基本チェックリストや後期高齢者の
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質問票などの決まった項目を情報のベースとしながら、回答内容や本人の様子を総合的に

判断し、専門職の専門性によって判断されていた。 

第二に、個人別のケア方針を協議する場を設定している事例があった。多くは、圏域ご

とに地域ケア会議や地域ケア個別会議といった既存の枠組みを活用し、個人のケア方針ま

で詳細に検討していた。市町村単位の地域ケア会議では個別のケースについて検討するこ

とは難しいため、地域ケア会議よりも小さい単位での会議体を設定し、行政職員や医療関

係者だけでなく、介護事業所や民生委員、通いの場等の自主グループの運営者も参加した

協議の場の中で、ケア方針やケアパスが検討されていた。 

さらに、SNSの活用などを通じて、地域のケアマネジャーや医療専門職と意見交換をし

ながら、対象者に必要なケアの種類と提供方法を決定している事例も見られた。 

 

③介護予防の”場”へのつなぎ・定着化 

 フレイル状態と考えられる高齢者を把握し、つなぐ事業や取組等の検討を行った後で、

当該事業や取組等への参加を促し、定着化させるための取組について、地域包括支援セン

ターが大きな役割を果たしていることが分かった。通いの場ごとの取組状況や参加者、特

徴を把握できている地域ほど、通いの場等の自主グループの運営者とのつながりを活かし

た丁寧なつなぎを実施していた。また、通いの場等の情報や運営者とのつながりが地域包

括支援センターの担当者の属人的なものとならず、再現性を確保するため、自治体内の地

域包括支援センターの過去の引継ぎ時の成功事例や工夫点等を情報共有し、参加促進と定

着化に向けて効果的な取組を広げようとする動きも見られた。 
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ヒアリング個票
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1. 栃木県高根沢町  

■市町村概要 

図表 20 高根沢町の基本情報（令和 5年 1月 1日時点） 

人口 29,074人 

要支援認定数 249（アンケート実績）人 

要介護認定数 873（アンケート実績）人 

担当部局 健康福祉課 

医療専門職と連携した

取組の実施有無 

①高齢者の把握 ②適切な事業検討 ③事業参加の働きかけ 

● ● ● 

出所）統計情報、アンケート結果及びヒアリング聞き取り内容より作成 

 

■フレイル状態だと考えられる高齢者の把握に関する連携の取組 

 取組内容・実態頻度 

 

 連携している医療専門職 

 

 

  

                                                         
                                            

       者                                                
   者      っ                   以        り     診受診   受診 
介     合事業                

      受診す    促    っ               合          す          
         

   機                                             診 所     
            

          っ                                           
                    参加者    イ        っ    

                                                    
                                              

 高根沢                                         
          だ                区     区         区       
                              

                                                   
                                                      
                  す      根         っ    
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■高齢者に参加を促すべき適正な既存事業や地域の諸活動/取り組みの検討に関する連携の

取組 

 会議体名・会議体の内容 

 

 会議体の参加者 

 

■フレイル状態だと考えられる高齢者に対して適切な既存事業への参加を促す働きかけに

関する連携の取組 

 取組内容 

 
■その他の取組 

 取組内容 

 



27 
 

2. 千葉県流山市  

■市町村概要 

図表 21 流山市の基本情報（令和５年 1月 1日時点） 

人口 211,160人 

要支援認定数 2,196人 

要介護認定数 6,957人 

担当部局 高齢者支援課・介護支援課 

医療専門職と連携した

取組の実施有無 

①高齢者の把握 ②適切な事業検討 ③事業参加の働きかけ 

● ● ● 

出所）統計情報、アンケート結果及びヒアリング聞き取り内容より作成 

 

■フレイル状態だと考えられる高齢者の把握に関する連携の取組 

 取組の内容・実施頻度 

 

 連携している医療専門職 

 

 

 

  

                                         高齢者           
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              っ  

 流山    高齢者  診 受診  県       高                  以  
     え  り       者           え  
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      か 千葉県   ル事業              り流山  事業                   
                                                    
               

   介   事業 把握事業                業務      り             
               介        け               

  事業     機        有す                                     
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■高齢者に参加を促すべき適正な既存事業や地域の諸活動/取り組みの検討に関する連携の

取組 

 会議体名・会議体の内容 

 

 会議体の参加者 

 

 

■フレイル状態だと考えられる高齢者に対しての適切な既存事業への参加を促す働きかけ

に関する連携の取組 

 取組の内容 

 

 

 

  

  本                                      
                                            

        機                  主 ル    っ                  
  か                        

 フレイル  だ 把握            ル                               
                                                  

    事業                 っ    
  り け   っ                                            り 
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図表 22 かかりつけの薬局による生活機能低下者早期発見事業の全体像及び送伝票 
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3. 東京都墨田区  

■市町村概要 

図表 23 墨田区の基本情報（令和 5年 1月 1日時点） 

人口 279,985人 

要支援認定数 2,984人 

要介護認定数 9,096人 

担当部局 高齢者福祉課 

医療専門職と連携した

取組の実施有無 

①高齢者の把握 ②適切な事業検討 ③事業参加の働きかけ 

● ● ● 

出所）統計情報、アンケート結果及びヒアリング聞き取り内容より作成 

 

■フレイル状態だと考えられる高齢者の把握に関する連携の取組 

 取組の内容・実施頻度 

 

 

 連携している医療専門職 

 

 

■高齢者に参加を促すべき適正な既存事業や地域の諸活動/取り組みの検討に関する連携の

取組 

 会議体名・会議体の内容 
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     イ                    無      参加              
 参加者       っ  り      参加者                                     
   っ    

                                                        
  

                                                      
                               高        か              
                参加        

                                                       
                                                        
                                     

     介                                      っ     介  
      有      検討    イ   介     だ  フレイル  す 検討       

                                             す      か      
り                          検討     
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 会議体の参加者 

 

 

■フレイル状態だと考えられる高齢者に対して適切な既存事業への参加を促す働きかけに

関する連携の取組 

 取組内容 

 
 

■その他の取組 

 取組内容 

 

 

  

                                                       
                

                                                     っ    
                                                        
                                                 

          以         り   以外     者         っ     り     
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 っ                   事 検討               イ     っ     事 
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    す       

 都 墨東               り        墨田区 介   事業 紹介    都 墨東   
       

                                              け  所    
            り  業              

          事業    本                                    
                                             

 把握                                                   
                                                    
                          す  け  え    
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図表 24 すみだ高齢者見守りネットワーク事業の協定締結企業・団体一覧 

 

 

図表 25 墨田区高齢者支援総合センター 高齢者みまもり相談室の案内紙 
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4. 東京都稲城市  

■市町村概要 

図表 26 稲城市の基本情報（令和 5年 1月 1日時点） 

人口 93,421人 

要支援認定数 1,123人 

要介護認定数 2,245人 

担当部局 高齢福祉課 

医療専門職と連携した

取組の実施有無 

①高齢者の把握 ②適切な事業検討 ③事業参加の働きかけ 

● ● ● 

出所）統計情報、アンケート結果及びヒアリング聞き取り内容より作成 

 

■フレイル状態だと考えられる高齢者の把握に関する連携の取組 

 取組内容・実施頻度 

 

 

図表 27 稲城市 高齢者サービスのしおり 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 連携している医療専門職 

 

                                                          
             

         か 紹介       高齢者     っ    
     紹介か   だけ事業参加    っ か       
                                        所   流       
       っかけ                 

 介                                                     
                          ル ル り      け      主   り        
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■高齢者に参加を促すべき適正な既存事業や地域の諸活動/取り組みの検討に関する連携の

取組 

 会議体の内容 

 

 

  

                           高齢者  り け             す    主   
     け     

    以    高齢者  す              っ   っ        だ                 
                          有        け  り    介  況  有 把握  
        っ              以外  イ             
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■フレイル状態だと考えられる高齢者に対して適切な既存事業への参加を促す働きかけに

関する連携の取組 

 取組内容 

 
 連携している医療専門職 

 

 課題 

 
 

 

◼                手  手                        眼         
                何                   強調            

⚫ 手書  手紙   区     打  手書    区      照               
⚫     打  反応   っ    事務手続    り り 想 す 冷  様       手書  手紙 反
応     柔 か 反応        込 紙       す      かか        件  だ   

⚫     打  反応                  手書  反応        重       印  

  事業参加 促す働 かけ           か                り             だ
                か す                 り か       り   存   
  

                                                       
                          だ 

    っ                 す 介   事業 紹介す   紙          
 診                  イ         す      だ  え  
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5. 神奈川県伊勢原市  

■市町村概要 

図表 28 伊勢原市の基本情報（令和 5年 1月 1日末時点） 

人口 99,910人 

要支援認定数 1,093人 

要介護認定数 3,321人 

担当部局 介護高齢課 

医療専門職と連携した

取組の実施有無 

①高齢者の把握 ②適切な事業検討 ③事業参加の働きかけ 

● ● ● 

出所）統計情報、アンケート結果及びヒアリング聞き取り内容より作成 

 

■フレイル状態だと考えられる高齢者の把握に関する連携の取組 

 取組内容・実施頻度 

 

 連携している医療専門職 

 

■高齢者に参加を促すべき適正な既存事業や地域の諸活動/取り組みの検討に関する連携の

取組 

 会議体名・会議体の内容 

 

 会議体の参加者 

 

 

◼     り          事業            ム                          
⚫                  掘 起                                
                   っ    

◼ 住                         際      代表                    
合                                       

◼ 伊勢原                                                    
  針             

◼ 個 事         以外                                        
                   処遇        

⚫     個     個                  だ                     
                       政書                応        

◼       ：                政書         所   
◼     個   ：          介 事業所                          
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■フレイル状態だと考えられる高齢者に対して適切な既存事業への参加を促す働きかけに

関する連携の取組 

 取組内容 

 

 

◼                           伺                       代表  
    顔                   初                                
     

◼    伊勢原                   間 過去 引  時  功   工夫           
           着化 効      模索     

⚫     っ  異                       す               り   以外
        す             参加      か   登録  っ  参加          か 
   様           

⚫               っ             か   合事業   ぐ      
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6. 山梨県山梨市  

■市町村概要 

図表 29 山梨市の基本情報（令和 5年 1月 1日時点） 

人口 33,200人 

要支援認定数 225人 

要介護認定数 1,679人 

担当部局 介護保健課 

医療専門職と連携した

取組の実施有無 

①高齢者の把握 ②適切な事業検討 ③事業参加の働きかけ 

● ● ● 

出所）統計情報、アンケート結果及びヒアリング聞き取り内容より作成 

 

■フレイル状態だと考えられる高齢者の把握に関する連携の取組 

 取組内容・実態頻度 

 

 

 連携している医療専門職 

 
 

  

◼       り                   者 把握       フレイル   高齢者 把握す 事業
              山梨     介    請    介   高  重    か           
  り フレイル     高齢者 早 把握 早        っ    

⚫                     ラ  端末    筋     メ                
          イ   者    

⚫                ベ           か  イ   者    
⚫   所     診    か  主       者       土台    診受診     
⚫       診   か     機        者    山梨       以         診 
無料  っ  り      受診勧奨 M       診        検診 留       嚥 機  検
                   総     Ｃ(     )            す     
土台        診 受診     へ  込     

⚫       ム          診受診     受診 介            ゆ          
          策 展    者                 返 有無             
       視                               す    L        
         か  存 す  

◼ 主   所      業                            け        外  
業務   す          庁     事業        

◼    以   9     機  受診      梨                               
                繋            請              
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■高齢者に参加を促すべき適正な既存事業や地域の諸活動/取り組みの検討に関する連携の

取組 

 会議体名・会議体の内容 

 
 

 会議体の参加者 

 

■フレイル状態だと考えられる高齢者に対して適切な既存事業への参加を促す働きかけに

関する連携の取組 

 取組の内容 

 

 

◼                  か     供     応                  すべ  介 
          況 把握            至          総             ヘ   
               ォ                 す  

◼ フレイル イ   者 受け皿   介   事業   肢             ①        事業    
 以    高齢者    限          り   高齢者                事業    
           所           す  合事業     介   事業  充 検討  

◼           ピ    介        限      処   え    仕    り         
事業  検討     

◼ 介               牧丘 所 三富 所

◼      介     事業 山梨  牧丘                        乗 だけ      
   者  す            有      す 仕          

◼ 利                         随時      か 毎週火曜     介        
   イ        者    乗   帯 週      け    

◼             メ             利         投稿す         か       
返っ   形   っ             ホ     ダ       登録                  っ  
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7. 兵庫県洲本市  

■市町村概要 

図表 30 洲本市の基本情報（令和 5年 1月 1日時点） 

人口 41,826人 

要支援認定数 1,123人 

要介護認定数 2,245人 

担当部局 高齢福祉課 

医療専門職と連携した

取組の実施有無 

①高齢者の把握 ②適切な事業検討 ③事業参加の働きかけ 

● － － 

出所）統計情報、アンケート結果及びヒアリング聞き取り内容より作成 

 

 

■フレイル状態だと考えられる高齢者の把握に関する連携の取組 

 取組内容・実施頻度 

 
 

■フレイル状態だと考えられる高齢者に対して適切な既存事業への参加を促す働きかけに

関する連携の取組 

 取組内容 

 

 課題 
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第4章 
セミナーの開催 
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1. 目的・概要  

1-1 セミナーの開催目的  

高齢化が進み、各市町村で介護予防やフレイル対策の取組強化が求められる中、地域の中

でフレイル状態になりつつある高齢者の方が埋もれてしまい、支援の手が行き届かない、予

防の必要性が高い方ほど参加してもらえないという課題を抱える自治体も多い。本調査研

究を通じて、医療・介護専門職と連携しながら、フレイルやMCIの疑いのある方を見つけ、

必要な支援や事業・取組につなぐ手法について整理するとともに、うまく取り組む自治体の

事例を収集した。本セミナーでは、関東信越厚生局管内の自治体を主な対象として、（プレ）

フレイル状態にある高齢者を見つけ、適切な事業や活動につなぎ、参加を促す一連の手法に

ついて、取組事例を交えて周知することを目的として実施した。 

 

1-2 概要  

（１） 開催時期および会場について 

 本セミナーの開催時期及び開催方法は、下記の通りである。 

 開催日時：令和 6（2024）年 3月 8日（金） 9：30～11：00 

 開催方法：オンライン（Zoomウェビナー） 

     なお、事務局は株式会社野村総合研究所 東京本社内会議室に設置した。 

 募集案内チラシ：次頁以降参照 

 

（２） 当日の議事次第について 

本セミナーの議事次第は以下の通りである。 

1. 開会の挨拶（厚生労働省関東信越厚生局） 

2. 調査研究報告（(株)野村総合研究所） 

3. 基調講演（松戸市医師会会長 川越正平氏） 

4. 事例発表（東京都稲城市・兵庫県洲本市） 
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＜表面＞ 
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＜裏面＞ 
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2. 実施結果  

2-1 当日の様子  

（１） プログラム内容について 

調査研究報告では、本調査研究の成果報告として、野村総合研究所より本調査研究で実施

したアンケート調査やヒアリング調査の結果について報告した。そして、（プレ）フレイル

の高齢者を把握する段階から、医療従事者が地域において期待される役割を担いきれてい

ないという課題に対する効果的な取組方策を提示した。 

 

図表 31調査研究報告資料抜粋 
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            効      策    

   か    者 把握
      診   か  把握

       イ   者             
   重  重       
   高齢者       況

       診

イ    介    者 把握
              
 イ     者か     有
  本             把握

           処
           者    か  
 っ             把握

   機        診     
      受け   者へ    
   

   応  事業へ  り け
        個       
政              
政    応   り け機   
 

                 
         り け

           働 かけ
                  
  へ   

                  
    者  介     個 
  

                                                                  

           
            効      策    

 診か    者 把握
   診  介  把握

  ル            把握
 嚥   機   者 把握

        受診  受  応   
   把握
      本           
            

 受診    か        重
          

   受診     高齢者 把握
       把握
        本          
 

          高齢者 把握
     処  受       把
握
      本           
 かかり け            
     り    把握       
                 

   応  事業へ  り け
         か        
    へ   

   か             
           へ   
   す 介   主       
             政へ 
  

                
                
介              
           す    

           働 かけ
 かかり け  機 か   続  
  け 介     へ    
況    り

    応            
        機 へ   者  
す    供
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基調講演では、本調査研究の検討会で委員を務められた、松戸市医師会会長の川越正平氏

より『人生という”川”の上流に向かうプロアクティブアプローチのすすめ～早期かつ保健・

医療・介護・福祉・地域力を最適化して活かす～』と題してご講演いただいた。初めに、松

戸市での地域ケア会議の取組についてご紹介いただいた。その後、KDBを用いた骨折の二

次予防や糖尿病性腎症重症化予防の事例や、在宅医療・介護連携支援センターでの相談支援

経験の事例をご紹介いただき、行政と医療の協同の意義についてお話いただいた。 

  

                                                                  

         
            効      策    

   地域の生活者

   地域の民間事業者

    か    者 把握
    者 把握

     か     有
                   
           

    か    者 把握
                   
 介        

                  
政 へ    供   

  者へ  り  
   者         介    
 へ 参加   
          紹介   
            応    
        り     
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続いて、好取組事例として東京都稲城市、兵庫県洲本市より、各自治体での医療従事者と

連携した介護予防に資するアウトリーチに取り組む事例を発表いただいた。 

東京都稲城市からは、高齢福祉課高齢福祉係の荒井氏・及川氏にご講演いただいた。また、

稲城市が進めてきた地域包括ケアシステムの事例やアウトリーチの取組、それらを踏まえ

た今後の展望についてご紹介いただいた。 

 

図表 32東京都稲城市の講演資料抜粋 

 



51 
 

 
 

兵庫県洲本市からは、洲本市役所健康福祉部介護福祉課長寿支援係の畑山氏にご講演い

ただいた。KDBデータによる高齢者の状況把握と、それをもとにした訪問や電話によるア

ウトリーチ活動についてご紹介いただいた。 

図表 33兵庫県洲本市の講演資料抜粋 
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第5章 
 

総 括 
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総  括  

本調査研究では、特にフレイル状態であると考えられるものの施策に参加せず状態が不

明な高齢者の介護予防を後押しすることを至上命題とし、介護予防に資するアウトリーチ

の手法に係る医療専門職と介護関係者の連携における有効な手法の調査・検討を行った。 

具体的には、医療専門職と市町村・地域包括支援センター間の連携に焦点をあて、下記の

３つのステップ別にどのような連携方策が講じられるべきかその要諦のとりまとめを試み

た。 

①フレイル状態にあると考えられる高齢者の把握 

②高齢者の状態に応じた参加を促すべき適切な既存事業や地域の諸活動/取組等の検討 

③高齢者の特性を踏まえた既存事業への参加の働きかけ 

 

 現状としては、医療機関から介護予防を必要とする高齢者を適切な事業実施に連携でき

ているケースは多いとは言えず、市区町村においては連携の仕組みの構築に留まらず、連携

に関与すべきステークホルダーの機能と役割の分担を図っていくことが求められている状

態にある。以降では、こうした状況の改善に向けて各地域において具備すべき機能と、その

実現に向けて必要となる職種の取組などを例示している。 

 

図表 34 要配慮高齢者の把握と適切なケアへの連携 

 

 

まず、介護予防に資するアウトリーチ活動においては、医療専門職から介護関係者への連

携がうまく機能している状態にあるとは言い難い。本調査研究においては、対象となる高齢

者を適切な介護予防活動につなげるための理想的な連携のステップを、①高齢者の把握、②

高齢者の振り分け、③各事業へつなぐための働きかけ・定着化の順に進めることが望ましい
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と考えた。 

翻って、行政関係者や医療、介護に従事するそれぞれの支え手は、各々の専門性に特化し

た医療・介護サービスを提供していることもあり、多くの支え手にとっては医療と介護の橋

渡し期にある対象者の取り扱いに慣れているとは言えない。同時に、介護予防活動につなげ

るための一般的な連携パスなどは定まっていない状況にある。 

そこで、本調査研究事業では、これまでに報告してきたアンケート及び好取組事例ヒアリ

ング調査の結果を踏まえ、下記の３点を中心に考察した。 

 
 

1-1 介護予防活動の強化に向けた行政・医療 /介護専門職の動き方  

まず、①高齢者の把握においては、フレイル状態が疑われる要配慮高齢者をどのように見

つけるかを整理する。すでに全国の市区町村は高齢者の保健事業と介護予防事業の一体的

実施などで、KDBシステムデータの分析や、生活状況に関するアンケート結果などを通じ

て、低栄養状態にある高齢者、生活習慣病に罹患し状態が進行していると考えられる高齢者

等の要配慮高齢者へのアプローチ方法を確立しつつあることが調査結果から明らかになっ

ている。また、通いの場など行政サービスの一環として形成されてきた“場”なども、対象

者の把握において重要な役割を帯びている。 

その一方で、フレイル状態・介護予防活動が必要な高齢者の大半は、まだ介護認定を受け

ていないため介護従事者との接点がない状況にあるものと推察される。そのため、多くの要

配慮高齢者は、かかりつけ医や薬局などでの医療提供を受ける際のさりげない違和感から、

医療専門職によって、生活上の支障の有無、認知症の初期症状などを察知されている。こう

した要配慮高齢者は、医療と介護の連携が進んでいる地域であれば、地域包括支援センター

など適切な介護関係者に連携されているものと期待される。 

ここで、高齢者を介護予防活動につなげるための３つのステップ別にそれぞれの職種が

どういった活動を展開しているのかを次図に示したい。 
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図表 35 介護予防活動につなげるための３つのステップ

 

 

①高齢者の把握、②高齢者の振り分け、③介護予防の”場”へのつなぎ・定着化別に見て

いくと、①高齢者の把握では、先に述べたように医療専門職が日常生活の違和感に気づくな

ど、日常生活に入り込みプライマリケアを提供しているからこその接点を存分に発揮して

いる様子がうかがえる。次に、介護予防活動の必要性やフレイル疑いなど、介護関係者の支

援が必要なステージに変遷すると介護関係者、地域包括支援センターなどの活動が目立っ

てくる。 

後段でも述べていくが、高齢者を適切な事業に連携していく上では、地域包括支援センタ

ーの果たす役割はやはり大きく、地域の要石として機能している。一方で、介護予防の”場”

へのつなぎ・定着化においては、地域包括支援センターによる各所の関係者との調整機能に

加えて、民生委員、サロン・通いの場の代表者など、地域に根ざすステークホルダーが重要

なポジションを占めていることがわかる。特に、定着化を促す際は、連携される要配慮高齢

者へのマンツーマンでの支援を丁寧に実施していくことが必要であり、活動の場に馴染ま

せるための工夫が求められていることがわかった。ヒアリングなどでも、単に介護予防活動

を行う場を紹介する程度では、具体的な行動にはつながらないことから、関係者による同行

のほか、活動後の面談などを通じて、活動の場に来る際の障害の取り除きや、参加を継続す

るための心理的安全性の確保を実現していくことの重要性への言及が多く見られた。各事

業につなぎ・定着化を図る際の効果的な方策を検討していく上で重要な視点と言えるだろ

う。 

 

1-2 効果的なアウトリーチの実現に向けて医療・介護連携の流れ  

前節において、介護予防活動におけるアウトリーチ活動を強化することを目的に、行政・
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医療/介護専門職がどのように活動しているのかを、アンケート・ヒアリング調査を振り返

りながら①高齢者の把握（見つける）、②高齢者の振り分け（マッチする）、③介護予防の”

場”へのつなぎ・定着化（つなげる）の３つのステップ別に整理した。この成果物を元手に

時系列で職種別の関わり方を整理すると次図のように実態を整理することができる。 

 

図表 36 ３つのステップにおける多職種の関わり方（実態） 

 

 

同時に、多職種の理想的な関わり方としては、次図のような整理になると考えられる。 

 

図表 37 ３つのステップにおける多職種の関わり方（理想） 
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第一段階である高齢者の把握においては、日常生活を営む高齢者が徐々にフレイル状態

に陥る過程を身近で見ることのできるかかりつけの医療機関（診療所・薬局）のほか、民生

委員や民間事業者の役割は大きい。高齢者の多くは、日常的に生活習慣病などの慢性疾患の

治療に医療機関を訪れるほか、歯科を含む各種健診などで医療機関を受診している。また、

認知症基本法では、公共交通事業者、金融機関、小売業者その他の日常生活及び社会生活を

営む基盤となるサービスを提供する事業者に対し、フレイル・MCI 状態にある高齢者との

接点を多く有していることもあり、認知症施策への協力やサービス提供時の合理的配慮を

求めている。なお、同法では上記のステークホルダーに対して、認知症の人などと対峙する

ことに備え、認知症施策への協力についても定めており、関係者が対象となる高齢者をどの

ように適切な介護予防活動に連携できるかを把握していることが望ましいとしている。ま

た、検討委員会の中では、病棟看護師は病気を見るため介護予防の意識は薄い傾向にある一

方で、最近の入院患者はフレイルがきっかけになったと疑われる肺炎や骨折を患った高齢

者が多いので、病気とともに予防の観点も見る必要があり、病院の医師・看護師もかかわり

を強化すべきといった意見も出された。 

つぎに、プライマリケアにあたる医療機関においては、診察や治療にあたる医師よりも、

待合室での様子や受付時の応対などの状態観察が可能な看護師や薬剤師など、受付業務を

兼ねている専門職の観察眼の発揮に期待が寄せられるところである。一方で、病院では、介

護予防が必要な高齢者の方を見つける機能が診療所や薬局と比べると、地域で求められて

いる医療機能の違いもあることから介護予防に関する取組の多くを期待することは難しい。

ただし、病院の中でもフレイル外来や介護予防に特化した診療科を併設している場合はそ

の限りではない。たとえば、通常診療のなかでというよりは、病院のリハビリテーション外

来でフレイル状態・MCI の疑いを察知された高齢者や、退院時に適切な介護予防活動への

連携が必要と判断された高齢者などが地域医療連携室などを通じて地域の介護関係者に連

携されるケースが理想的なモデルと言えるだろう。在宅医療に取り組んでいる診療所につ

いては、訪問看護などとセットで動いているところが多いため、診療所単体のみでは高齢者

の体調の変化を察知することは難しく、多職種のチームで高齢者の状態を把握することが

求められる。外来中心で診ており、訪問看護の特徴を持っていない場合には介護予防への関

与が弱くなることが考えられる。今後かかりつけ医機能が強化されれば、外来中心の先生が

在宅医療にも取り組み、看護や地域との連携もできるようになることで、チームとしてケア

の効果を高められるのではないか。現時点では実現できているわけではないので、あるべき

姿については引き続き検討が必要といった意見も検討委員会において意見が出された。 

次に、要配慮高齢者が介護関係者に連携された②高齢者の振り分け（マッチする）ステッ

プでは、介護サービスのプラニングを司るケアマネジャーの役割が大きく、とりわけ初期の

総合相談を受ける方が多いこともあり地域包括支援センターへの連携が、本調査研究の中

では好取組事例の中で最も多く見受けられた。ほぼすべての事例において、必ず地域包括支

援センターでその対応方針を協議した後で、地域の諸活動・場に連携されていた。今後も、
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地域の諸活動・場への連携においては、全国各地で地域包括支援センターの機能・役割をま

すます充実させていくことが求められていくものと推察される。検討委員会では、特にマッ

チングの段階が弱く、地域包括支援センターの職員だけに任せるのは現実的ではなく、行政

の専門職、生活支援コーディネーター、社会福祉協議会、就労的活動支援コーディネーター

などを増やしていく必要が指摘された。さらに、マッチングを促進するためには、相談窓口

の設置・体力測定・ケア会議・zoom座談会の実施・短期集中予防サービス・病院など関わ

る主体や関わり方を増やすべきという意見が共有された。 

最後に、３つ目のステップであるつなげる（介護予防の”場”へのつなぎ・定着化）では、

行政の担当者・地域包括支援センター職員、民生委員等による現場同行、通いの場・サロン

の代表者とのコミュニケーションの促進などが効果的な手法として整理できた。介護予防

活動が必要となるひとりの高齢者が、安心して通える場をつくっていく上でも、知り合いが

身近にいることで創出される安心感や親近感の醸成など、新たに場に慣れていってもらう

ためのひと手間を講じていくことの重要性が確認される結果となった。 

 

 
 

1-3 行政・医療 /介護だけでない、生活者を交えたアウトリーチ活動  

前節において、生活者・民間事業者による要配慮高齢者の把握や、介護予防の”場”への

つなぎ・定着化の方策について述べたように、医療・介護のような専門性の高いサービスに

入る前段階にある介護予防期では生活者・民間事業者が担う役割は大きい。一般的に、要配

慮高齢者は、フレイル・MCI 状態に陥る前の一般生活者であるまでは、介護専門職との関

わりは原則としてない状態にあり、あくまでかかりつけ医をはじめとする医療専門職との

関わりしかない状態にある。同時に、一般生活者として、公共交通機関をはじめ、社会イン

フラに分類される各種サービスを民間事業者の店舗や多様な経済活動の中で享受している。 



 

59 
 

これまでの好取組事例やアンケート調査でも触れた通り、民生委員や近隣の生活者が地

域包括支援センターに要配慮高齢者の情報を共有し、民間事業者も介護予防・MCI の兆候

を察知した時点で連携することで、医療・介護専門職による状態変化の発見の漏れや遅れを

補うことが可能となる。次図において、一般高齢者を取り巻くフレイル・MCI 状態の察知

に係るセーフティーネットの概念を整理している。同図では、上下を①行政アプローチ、②

ケアギバーアプローチ（医療・介護専門職種）で挟み込み、その左右を生活者アプローチと

して、③-1 地域の事業者、③-2 地域住民が取り囲むことで、関係者によって、一般高齢者

は各職種・関係者によって観察されている様子を表現している。このようにして、一般生活

者は、徐々に介護状態に近づいていき要配慮高齢者として認識されるようになる過程をフ

ォローされている状態が理想的な地域資源の有機的な連携像と言える。 

 

図表 38 一般高齢者を取り囲む介護予防セーフティーネットと関与するステークホルダー 
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一方で、①行政的アプローチ、②ケアギバー的

アプローチ、③－1生活者アプローチ（地域の事

業者）、③-2生活者アプローチ（地域住民）のす

べてのピースが揃っている地域は少なく、地域

における介護予防のセーフティーネットの成熟

度によって異なってくる。介護予防活動におけ

るアウトリーチ活動を効果的に実現していくに

あたり、４つの側面からアプローチできる状況

を形成することが望ましいが、ヒアリング調査

で好取組自治体が述べていた内容を総括すると、

アプローチ方法が増えていくまでの過程は左図

のように整理できる。 

第１段階は、行政的アプローチのみからスタ

ートし、地域の介護資源として民生委員や近隣

住民などによる情報共有の仕組みが構築されて

いく（第２段階）。そして、生活者との接点を要

する医療職を中心に状態変化を察知する機会が

構築され、徐々に介護関係者の手も加わりなが

ら第３段階が構築され、最終的に地域の民間事

業者も加わった最終段階に到達していく流れを

理想として提言する。 

最後に、各アプローチにおいてそれぞれの職

種がどういった活動を冒頭の３つのステップ別に展開しているのかを整理したい。 
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1-4 介護予防に資するアウトリーチの手法にかかる医療専門職と介護関
係者の連携の在り方の充実に向けて  

最後に、介護予防に資するアウトリーチの手法にかかる医療専門職と介護関係者の連携

の在り方について、本調査研究で設置した有識者のご意見に触れながら、事業推進の要諦を

述べたい。 

これまでの調査結果を踏まえても、KDB等で抽出された人に対し保健師や地域包括支援

センターの職員が声をかけることでフレイル状態の高齢者を把握する。その後、短期集中的

な専門職による支援と日常生活における自立、重度化予防の維持を定期的にフォローする

というスキームを多くの市町村が考えている。短期集中的専門支援については、通所または

訪問による生活状況の評価と説明や合意形成で、3ヶ月程度の集中支援を総合事業で実施す

る市町村が多いと想定されるが、通所型サービス C の中で、リハビリテーション・口腔機

能向上・栄養改善の一体的な支援を実施できている自治体は極めて少ない。今後は、リハ・

口腔機能向上・栄養改善を一体的に実施する流れを自治体が構築していくことが望ましい。 

また、フレイル状態にある高齢者の把握において、たとえば病院の地域連携室や地域のケ

アマネジャーが鍵を握っている。リハビリステーションの専門職は、高齢者の身体機能を診

ることが可能なため、そこから行政につなげ、マッチングしていく流れを理想とする意見が

検討会でも共有された。また、待合室の医療事務も重要なステークホルダーと言える。さら

に、今後、かかりつけ医機能強化が図られていけば診療所が重要な役割を帯びることは言う

までもない。 
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行政、生活者にアウトリーチ活動の観点を導入する際のハードルも取り除く必要性につ

いて検討会では意見が示された。実際に、行政につなげるにも大きなハードルを乗り越える

必要がある。高齢者と地域の人との間には顔の見える関係が構築・維持されているが、行政

等につなげてもらうためにも乗り越えなければならないステップがあり、ボランティアや

住民主体の活動を進めていく上で、どのような地域づくりを目指すかが行政の課題となっ

ている。たとえば、フレイル状態の高齢者を見つける人・方法・ツール（認知症チェック、

基本チェックリスト・KDB）がわかりやすく整理されていくことが望ましい。つなげる行

為そのもののゴールの明確化にも課題がある。さらに、つなぎ先となるサービス C をはじ

めとした事業・取組などが活用されている地域では事業・取組へのつなぎまではスムーズに

進められるが、つなぎ先の事業・取組等に参加した後に地域に戻していく、また終了したあ

との受け皿はどうするのかといった点にも課題が残る。こうした課題に対して、自地域と理

想的な地域との差分を考える研修の実施などを広く採り入れていくなど、現状よりも質の

高い取組を実現していくためにも各地域での自省も求められる。 

今後、介護予防施策の個別化や、より当事者に適合したケアプランを作成すること、地域

住民の健康課題と地域施策のずれの解消等、介護分野ではアクセスできなかったデータを

広く活用し、効果的な取組の展開が進むことが展望される。全国の市区町村において、同事

業が滞りなく展開されていくよう本調査研究の成果が役立てられることを祈念し、結びと

したい。 
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参考資料① 

市区町村向けアンケート調査単純集計
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質問 1 所属する都県名・市区町村名をご記入ください。また、ご回答者の所属先と職種に

ついてもご記入ください。（単数回答） 

 

N=450 

都道府県名 自治体数 回答数 回答率 

茨城県 44 27 61.4% 

栃木県 25 14 56.0% 

群馬県 35 24 68.6% 

埼玉県 63 43 68.3% 

千葉県 54 37 68.5% 

東京都 62 32 51.6% 

神奈川県 33 17 51.5% 

新潟県 30 16 53.3% 

山梨県 27 20 74.1% 

長野県 77 30 39.0% 

計 450 260 57.8% 
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N=450 

人口分布と回収状況 自治体数 回答数 
人口別回

収率 

分布（総

自治体に

対する該

当自治

体） 

回答自治

体に占め

る割合 

2.5万人未満 174 81 46.6% 38.7% 31.2% 

2.5万人以上 7.5万人未満 126 81 64.3% 28.0% 31.2% 

7.5万人以上 20万人未満 88 53 60.2% 19.6% 20.4% 

20万人以上 62 45 72.6% 13.8% 17.3% 

計 450 260 57.8% 100.0% 100.0% 
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質問 2 貴市町村の要支援・要介護認定数、要支援・要介護認定率をそれぞれご回答くださ

い。（単数回答） 

 

N=260 

要支援認定数 回答数 割合 

 (N=260) (N=260) 

500人未満 110 42.3% 

500人以上 1000人未満 51 19.6% 

1000人以上 1500人未満 29 11.2% 

1500人以上 70 26.9% 

総計 260 100.0% 
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N=260 

要介護認定数 回答数 割合 

 (N=260) (N=260) 

1000人未満 84 32.3% 

1000人以上 2000人未満 43 16.5% 

2000人以上 3000人未満 34 13.1% 

3000人以上 99 38.1% 

総計 260 100.0% 

 

 

N=259 

要支援・要介護認定率 回答数 割合 

 (N=259) (N=259) 

10%未満 6 2.3% 

10%以上 15%未満 53 20.5% 

15%以上 20%未満 162 62.5% 

20%以上 38 14.7% 

総計 259 100.0% 
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N=161 

委託型地域包括支援センター 回答数 割合 

 (N=161) (N=161) 

1 28 17.4% 

2 22 13.7% 

3 16 9.9% 

4以上 95 59.0% 

総計 161 100.0% 

  

質問 3 貴市町村の地域包括支援センターの数をご回答ください。（単数回答） 
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N=143 

直営型地域包括支援センター 回答数 割合 

 (N=143) (N=143) 

1 135 94.4% 

2 4 2.8% 

3 1 0.7% 

4以上 3 2.1% 

総計 143 100.0% 

  



 

71 
 

質問 4 医療専門職と市町村職員・地域包括支援センター職員が連携しながら①フレイル状

態だと考えられる高齢者（チェックリスト該当者・要支援者相当）の把握を推進するための

取組を実施していますか。（単数回答） 

 

N=260 

①フレイル状態だと考えられる高齢者の把握を推進

するための取組の実施有無 
回答数 割合 

 (N=260) (N=260) 

1.実施している 110 42.3% 

2.実施していない 150 57.7% 

総計 260 100.0% 
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質問 5 質問 4で 1を選択した方にお伺いします。 

（1）質問 4で回答した取組の内容として近いものをすべてお選びください。（複数回答） 

 

N=110 

取組の内容 回答数 割合 

 (N=110) (N=110) 

1.医療専門職に対する説明会・セミナー 16 14.5% 

2.医療専門職に対する冊子の作成・配布 17 15.5% 

3.医療専門職を含む会議体の設置・運営 39 35.5% 

4.医療専門職と市町村職員・地域包括支援センター

間の連絡フローの作成 
14 12.7% 

5.医療専門職に対する、市町村・地域包括支援セン

ターへ把握した高齢者の共有依頼 
47 42.7% 

6.医療専門職に対する、介護予防事業案内の依頼 50 45.5% 

7.医療専門職に対する、フレイルチェックの実施の

依頼 
47 42.7% 

8.医療専門職に対する、介護予防事業の実施依頼 69 62.7% 

9.その他 6 5.5% 

総計 305  

  



 

73 
 

質問 5 質問 4で 1を選択した方にお伺いします。 

（2）取組の実施・開催頻度として、最も近いものをお選びください。（単数回答） 

 

N=6～68 

  

取組の実施・開催頻度 

1.医療専門職

に対する説明

会・セミナー 

2.医療専門職

に対する冊子

の作成・配布 

3.医療専門職

を含む会議体

の設置・運営 

4.医療専門職

と市町村職

員・地域包括

支援センター

間の連絡フロ

ーの作成 

回答数 (N=16) (N=17) (N=39) (N=14) 

1.1カ月あたり 5回以上（週

に 1回以上） 
1 0 1 1 

2.1カ月あたり 2～4回（1～

2週間に 1回） 
0 1 0 0 

3.1カ月あたり 1回 1 0 15 1 

4.2～3カ月あたり 1回 2 0 11 1 

5.半年あたり 1回 3 1 8 2 

6.1年あたり 1回 6 12 3 4 

7.1年あたり 1回未満 1 0 1 0 

8.依頼であるため、一度のみ 2 0 0 1 

9.必要に応じて随時 0 3 0 4 

総計 16 17 39 14 
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取組の実施・開催頻度 

5.医療専

門職に対

する、市

町村・地

域包括支

援センタ

ーへ把握

した高齢

者の共有

依頼 

6.医療専

門職に対

する、介

護予防事

業案内の

依頼 

7.医療専

門職に対

する、フ

レイルチ

ェックの

実施の依

頼 

8.医療専

門職に対

する、介

護予防事

業の実施

依頼 

9.その他 

回答数 (N=47) (N=50) (N=47) (N=68) (N=6) 

1.1カ月あたり 5回以上（週

に 1回以上） 
3 0 2 3 0 

2.1カ月あたり 2～4回（1～

2週間に 1回） 
1 0 4 15 0

3.1カ月あたり 1回 3 4 8 9 1 

4.2～3カ月あたり 1回 5 6 5 11 1 

5.半年あたり 1回 3 5 6 3 0 

6.1年あたり 1回 5 11 5 4 1 

7.1年あたり 1回未満 1 0 0 0 0 

8.依頼であるため、一度のみ 3 1 2 0 0 

9.必要に応じて随時 23 23 15 23 3 

総計 47 50 47 68 6 
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N=6～68 

取組の実施・開催頻度 

1.医療専門職

に対する説明

会・セミナー

(N=16) 

2.医療専門職

に対する冊子

の作成・配布

(N=17) 

3.医療専門職

を含む会議体

の設置・運営

(N=39) 

4.医療専門職

と市町村職

員・地域包括

支援センター

間の連絡フロ

ーの作成

(N=14) 

1.1カ月あたり 5回以上（週

に 1回以上） 
6.3% 0.0% 2.6% 7.1% 

2.1カ月あたり 2～4回（1～

2週間に 1回） 
0.0% 5.9% 0.0% 0.0% 

3.1カ月あたり 1回 6.3% 0.0% 38.5% 7.1% 

4.2～3カ月あたり 1回 12.5% 0.0% 28.2% 7.1% 

5.半年あたり 1回 18.8% 5.9% 20.5% 14.3% 

6.1年あたり 1回 37.5% 70.6% 7.7% 28.6% 

7.1年あたり 1回未満 6.3% 0.0% 2.6% 0.0% 

8.依頼であるため、一度のみ 12.5% 0.0% 0.0% 7.1% 

9.必要に応じて随時 0.0% 17.6% 0.0% 28.6% 

総計 100.0% 100.0% 100.0% 100.0%
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取組の実施・開催頻度 

5.医療専

門職に対

する、市

町村・地

域包括支

援センタ

ーへ把握

した高齢

者の共有

依頼

(N=47) 

6.医療専

門職に対

する、介

護予防事

業案内の

依頼

(N=50) 

7.医療専

門職に対

する、フ

レイルチ

ェックの

実施の依

頼(N=47) 

8.医療専

門職に対

する、介

護予防事

業の実施

依頼

(N=68) 

9.その他

(N=6) 

1.1カ月あたり 5回以上（週

に 1回以上） 
6.4% 0.0% 4.3% 4.4% 0.0% 

2.1カ月あたり 2～4回（1～

2週間に 1回） 
2.1% 0.0% 8.5% 22.1% 0.0% 

3.1カ月あたり 1回 6.4% 8.0% 17.0% 13.2% 16.7% 

4.2～3カ月あたり 1回 10.6% 12.0% 10.6% 16.2% 16.7% 

5.半年あたり 1回 6.4% 10.0% 12.8% 4.4% 0.0% 

6.1年あたり 1回 10.6% 22.0% 10.6% 5.9% 16.7% 

7.1年あたり 1回未満 2.1% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 

8.依頼であるため、一度のみ 6.4% 2.0% 4.3% 0.0% 0.0% 

9.必要に応じて随時 48.9% 46.0% 31.9% 33.8% 50.0% 

総計 100.0% 100.0% 100.0% 100.0% 100.0% 
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質問 6 質問 4で 1を選択した方にお伺いします。 

（1）質問 4で回答された取組について、連携している施設として当てはまるものをすべて

お選びください。（複数回答） 

 

N=109 

連携している施設 回答数 割合 

 (N=109) (N=109) 

1.診療所（病床 20床未満） 55 50.5% 

2.紹介受診重点医療機関 20 18.3% 

3.2以外の病院 61 56.0% 

4.歯科医院 30 27.5% 

5.薬局 35 32.1% 

6.その他 42 38.5% 

総計 243  
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質問 6 質問 4で 1を選択した方にお伺いします。 

（2）（1）で回答された施設について、貴市町村にある総施設数のうち、約何％の施設と連携

していますか。おおよその回答で構いませんので、10%刻みでご回答ください。（単数回答） 

 
N=17～55 

連携している

施設の割合 

1.診療所

（病床 20

床未満） 

2.紹介受

診重点医

療機関 

3.2以外の

病院 

4.歯科医

院 
5.薬局 6.その他 

回答数 (N=51) (N=17) (N=55) (N=25) (N=31) (N=43) 

10% 13 6 18 8 12 25 

20% 9 0 2 2 0 0 

30% 6 3 4 1 2 2 

40% 0 0 0 0 1 0 

50% 3 1 6 4 5 5 

60% 2 0 1 2 0 0 

70% 1 1 3 1 0 2 

80% 2 0 2 1 3 1 

90% 3 0 1 3 1 0 

100% 12 6 18 3 7 8 

総計 51 17 55 25 31 43 
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N=17～55 

連携している

施設の割合 

1.診療所

（病床 20

床未満）

(N=51) 

2.紹介受

診重点医

療機関

(N=17) 

3.2以外の

病院

(N=55) 

4.歯科医

院(N=25) 

5.薬局

(N=31) 

6.その他

(N=43) 

10% 25.5% 35.3% 32.7% 32.0% 38.7% 58.1% 

20% 17.6% 0.0% 3.6% 8.0% 0.0% 0.0% 

30% 11.8% 17.6% 7.3% 4.0% 6.5% 4.7% 

40% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 3.2% 0.0% 

50% 5.9% 5.9% 10.9% 16.0% 16.1% 11.6% 

60% 3.9% 0.0% 1.8% 8.0% 0.0% 0.0% 

70% 2.0% 5.9% 5.5% 4.0% 0.0% 4.7% 

80% 3.9% 0.0% 3.6% 4.0% 9.7% 2.3% 

90% 5.9% 0.0% 1.8% 12.0% 3.2% 0.0% 

100% 23.5% 35.3% 32.7% 12.0% 22.6% 18.6% 

総計 100.0% 100.0% 100.0% 100.0% 100.0% 100.0% 
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質問 7 質問 4で 1を選択した方にお伺いします。 

取り組みの中で連携している医療専門職として当てはまるものをすべてお選びください。

（複数回答） 

 

N=110 

連携している医療専門職 回答数 割合 

 (N=110) (N=110) 

1.医師（主に診療所等のかかりつけ医） 47 42.7% 

2.医師（紹介受診重点医療機関に勤務する

医師） 
6 5.5% 

3.1,2以外の医師 23 20.9% 

4.歯科医師 31 28.2% 

5.薬剤師 43 39.1% 

6.看護師 42 38.2% 

7.医療ソーシャルワーカー 37 33.6% 

8.リハ職 86 78.2% 

9.管理栄養士・栄養士 47 42.7% 

10.歯科衛生士 40 36.4% 

総計 402  
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質問 8 質問 4で 1を選択した方にお伺いします。 

医療専門職から市町村職員・地域包括支援センターに連携する際、連絡元である医療専門職

と連絡先である市町村職員・地域包括支援センター職員としてそれぞれ当てはまるものをす

べてお選びください。（複数回答） 

 

N=109 

連絡元である医療専門職 回答数 割合 

 (N=109) (N=109) 

1.医師（主に診療所等のかかりつけ医） 40 36.7% 

2.医師（紹介受診重点医療機関に勤務する

医師） 
7 6.4% 

3.1,2以外の医師 17 15.6% 

4.歯科医師 20 18.3% 

5.薬剤師 31 28.4% 

6.看護師 43 39.4% 

7.医療ソーシャルワーカー 40 36.7% 

8.リハ職 73 67.0% 

9.管理栄養士・栄養士 31 28.4% 

10.歯科衛生士 29 26.6% 

11.その他 8 7.3% 

総計 339  

  



 

82 
 

 

N=109 

連絡先である市町村職員・地域包括支援センター

職員 
回答数 割合 

 (N=109) (N=109) 

1.市町村職員・直営型地域包括支援センター職員

（事務職） 
31 28.4% 

2.市町村職員・直営型地域包括支援センター職員

（専門職） 
88 80.7% 

3.委託型地域包括支援センター職員（事務職） 9 8.3% 

4委託型地域包括支援センター職員（専門職） 46 42.2% 

5.その他 9 8.3% 

総計 183  
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質問 9 質問 4で 1を選択した方にお伺いします。 

質問８に関連して、医療専門職と市町村職員・地域包括支援センター間の情報共有の手段と

して主に利用しているものをすべてお選びください。（複数回答） 

 

N=110 

情報共有の手段 回答数 割合 

 (N=110) (N=110) 

1.電話 98 89.1% 

2.FAX 18 16.4% 

3.郵送 29 26.4% 

4.電子メール 52 47.3% 

5.会議体（オンライン開催含む） 50 45.5% 

6.個別面談（オンライン実施含む） 25 22.7% 

7.SNS・チャットツール 8 7.3% 

8.その他 7 6.4% 

総計 287  
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質問 10 （1）高齢者の状況等を考慮し参加を促すべき適切な既存事業や地域の諸活動/取組

などの検討を行っていますか。当てはまるものをお選びください。【2を選択された場合は

質問 13へ】（単数回答） 

 

N=258 

②高齢者の状況等を考慮し参加を促すべき適切な

既存事業や地域の諸活動/取組などの検討の有無 
回答数 割合 

 (N=258) (N=258) 

1.実施している 180 69.8% 

2.実施していない 78 30.2% 

総計 258 100.0% 
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質問 10 （2）実施している場合は、検討の場として当てはまるものをすべてお選びくださ

い。（複数回答） 

また、検討の場のうち中心的な役割を担っているものとして最も当てはまるものをお選びく

ださい。（単数回答） 

 

N=179 

検討の場（当てはまるものすべて） 回答数 割合 

 (N=179) (N=179) 

1.地域ケア会議 153 85.5% 

2.サービス担当者会議 99 55.3% 

3.ケアマネジャーと本人・家族との面談 98 54.7% 

4.その他 53 29.6% 

総計 403  

 

 

N=175 

検討の場（最も当てはまるもの） 回答数 割合 

 (N=175) (N=175) 

1.地域ケア会議 111 63.4% 

2.サービス担当者会議 12 6.9% 

3.ケアマネジャーと本人・家族との面談 23 13.1% 

4.その他 29 16.6% 

総計 175 100.0% 
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質問 11 質問 10で 1を選択された場合に伺います。 

質問 10（2）で回答された中心的な役割を担う会議体の開催頻度として最も近いものをお選

びください。（単数回答） 

  

 

 

N=180 

会議体の開催頻度 回答数 割合 

 (N=180) (N=180) 

1.1カ月あたり 5回以上（週に 1回以上） 5 2.8% 

2.1カ月あたり 2～4回（1～2週間に 1回） 14 7.8% 

3.1カ月あたり 1回 52 28.9% 

4.2～3カ月あたり 1回 54 30.0% 

5.半年あたり 1回 12 6.7% 

6.1年あたり 1回 6 3.3% 

7.1年あたり 1回未満 1 0.6% 

8.必要に応じて随時 36 20.0% 

総計 180 100.0% 
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質問 12 質問 10で 1を選択された場合に伺います。 

質問 10で回答された中心的な役割を担う会議体の参加者として、当てはまるものをすべて

お選びください。（複数回答） 
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N=180 

 

会議体の参加者 回答数 割合 

 (N=180) (N=180) 

市町村職員・地域包括支援センター職員     

1.市町村職員・直営型地域包括支援センター職員

（事務職） 
75 41.7% 

2.市町村職員・直営型地域包括支援センター職員

（専門職） 
150 83.3% 

3.委託型地域包括支援センター職員（事務職） 6 3.3% 

4委託型地域包括支援センター職員（専門職） 104 57.8% 

5.その他 19 10.6% 

上記以外の参加者     

6.医師（主に診療所等のかかりつけ医） 37 20.6% 

7.医師（紹介受診重点医療機関に勤務する医師） 4 2.2% 

8.6,7以外の医師 21 11.7% 

9.歯科医師 35 19.4% 

10.薬剤師 92 51.1% 

11.看護師 57 31.7% 

12.医療ソーシャルワーカー 25 13.9% 

13.コミュニティソーシャルワーカー 11 6.1% 

14.理学療法士 119 66.1% 

15.作業療法士 90 50.0% 

16.言語聴覚士 25 13.9% 

17.管理栄養士・栄養士 94 52.2% 

18.歯科衛生士 59 32.8% 

19.社会福祉士 49 27.2% 

20.ケアマネジャー 126 70.0% 

21.ヘルパー・介護職 61 33.9% 

22.生活支援コーディネーター 105 58.3% 

23.民生委員 34 18.9% 

24.本人・家族 37 20.6%

25.その他 33 18.3% 

総計 1468  
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質問 13 ③高齢者に対する働きかけについて、貴市町村では、医療専門職及び市町村職員・

地域包括支援センター職員の連携のための取組を実施していますか。当てはまるものをお選

びください。【2を選択した場合は質問２０へ】（単数回答） 

 

N=260 

③高齢者に対する働きかけについての連携のため

の取組実施有無 
回答数 割合 

 (N=260) (N=260) 

1.実施している 135 51.9% 

2.実施していない 125 48.1% 

総計 260 100.0% 
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質問 14 質問 13で 1を選択した方にお伺いします。 

（1）質問 13で回答した取組の内容として近いものをすべてお選びください。（複数回答） 

 

N=135 

取組の内容 回答数 割合 

 (N=135) (N=135) 

1.医療専門職に対する説明会・セミナー 17 12.6% 

2.医療専門職に対する冊子の作成・配布 19 14.1% 

3.医療専門職を含む会議体の設置・運営 56 41.5% 

4.医療専門職と市町村職員・地域包括支援センタ

ー間の連絡フローの作成 
11 8.1% 

5.医療専門職に対する、市町村・地域包括支援セ

ンターへ把握した高齢者の共有依頼 
46 34.1% 

6.医療専門職に対する、介護予防事業案内の依頼 60 44.4% 

7.医療専門職に対する、フレイルチェックの実施

の依頼 
46 34.1% 

8.医療専門職に対する、介護予防事業の実施依頼 90 66.7% 

9.その他 8 5.9% 

総計 353  
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質問 14 質問 13で 1を選択した方にお伺いします。 

（2）取組の実施・開催頻度として、最も近いものをお選びください。（単数回答） 

 

N=8～88 

取組の実施・開催頻度 

1.医療専門職

に対する説明

会・セミナー 

2.医療専門職

に対する冊子

の作成・配布 

3.医療専門職

を含む会議体

の設置・運営 

4.医療専門職

と市町村職

員・地域包括

支援センター

間の連絡フロ

ーの作成 

回答数 (N=17) (N=19) (N=56) (N=12) 

1.1カ月あたり 5回以上（週

に 1回以上） 
0 0 2 0 

2.1カ月あたり 2～4回（1～

2週間に 1回） 
0 0 0 0 

3.1カ月あたり 1回 0 0 16 0 

4.2～3カ月あたり 1回 1 0 20 0 

5.半年あたり 1回 6 3 10 0 

6.1年あたり 1回 7 8 7 3 

7.1年あたり 1回未満 0 2 0 0 

8.依頼であるため、一度のみ 0 1 0 2 

9.必要に応じて随時 3 5 1 7 

総計 17 19 56 12 
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取組の実施・開催頻度 

5.医療専

門職に対

する、市

町村・地

域包括支

援センタ

ーへ把握

した高齢

者の共有

依頼 

6.医療専

門職に対

する、介

護予防事

業案内の

依頼 

7.医療専

門職に対

する、フ

レイルチ

ェックの

実施の依

頼 

8.医療専

門職に対

する、介

護予防事

業の実施

依頼 

9.その他 

回答数 (N=46) (N=60) (N=46) (N=88) (N=8) 

1.1カ月あたり 5回以上（週

に 1回以上） 
0 1 0 4 0 

2.1カ月あたり 2～4回（1～

2週間に 1回） 
2 0 3 15 1 

3.1カ月あたり 1回 2 3 7 18 0 

4.2～3カ月あたり 1回 7 2 7 9 1 

5.半年あたり 1回 0 3 7 6 0 

6.1年あたり 1回 4 19 2 4 2 

7.1年あたり 1回未満 0 1 0 0 0 

8.依頼であるため、一度のみ 3 4 2 2 0 

9.必要に応じて随時 28 27 18 30 4 

総計 46 60 46 88 8 
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N=8～88 

取組の実施・開催頻度 

1.医療専門職

に対する説明

会・セミナー

(N=17) 

2.医療専門職

に対する冊子

の作成・配布

(N=19) 

3.医療専門職

を含む会議体

の設置・運営

(N=56) 

4.医療専門職

と市町村職

員・地域包括

支援センター

間の連絡フロ

ーの作成

(N=12) 

1.1カ月あたり 5回以上（週

に 1回以上） 
0.0% 0.0% 3.6% 0.0% 

2.1カ月あたり 2～4回（1～

2週間に 1回） 
0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 

3.1カ月あたり 1回 0.0% 0.0% 28.6% 0.0% 

4.2～3カ月あたり 1回 5.9% 0.0% 35.7% 0.0% 

5.半年あたり 1回 35.3% 15.8% 17.9% 0.0% 

6.1年あたり 1回 41.2% 42.1% 12.5% 25.0% 

7.1年あたり 1回未満 0.0% 10.5% 0.0% 0.0% 

8.依頼であるため、一度のみ 0.0% 5.3% 0.0% 16.7% 

9.必要に応じて随時 17.6% 26.3% 1.8% 58.3% 

総計 100.0% 100.0% 100.0% 100.0% 
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取組の実施・開催頻度 

5.医療専

門職に対

する、市

町村・地

域包括支

援センタ

ーへ把握

した高齢

者の共有

依頼

(N=46) 

6.医療専

門職に対

する、介

護予防事

業案内の

依頼

(N=60) 

7.医療専

門職に対

する、フ

レイルチ

ェックの

実施の依

頼(N=46) 

8.医療専

門職に対

する、介

護予防事

業の実施

依頼

(N=88) 

9.その他

(N=8) 

1.1カ月あたり 5回以上（週

に 1回以上） 
0.0% 1.7% 0.0% 4.5% 0.0% 

2.1カ月あたり 2～4回（1～

2週間に 1回） 
4.3% 0.0% 6.5% 17.0% 12.5% 

3.1カ月あたり 1回 4.3% 5.0% 15.2% 20.5% 0.0% 

4.2～3カ月あたり 1回 15.2% 3.3% 15.2% 10.2% 12.5% 

5.半年あたり 1回 0.0% 5.0% 15.2% 6.8% 0.0% 

6.1年あたり 1回 8.7% 31.7% 4.3% 4.5% 25.0% 

7.1年あたり 1回未満 0.0% 1.7% 0.0% 0.0% 0.0% 

8.依頼であるため、一度のみ 6.5% 6.7% 4.3% 2.3% 0.0% 

9.必要に応じて随時 60.9% 45.0% 39.1% 34.1% 50.0% 

総計 100.0% 100.0% 100.0% 100.0% 100.0% 
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質問 15 質問 13で 1を選択した方にお伺いします。 

（1）質問 13で回答された取組について、連携している施設として当てはまるものをすべてお

選びください。（複数回答） 

 

N=134 

連携している施設 回答数 割合 

 (N=134) (N=134) 

1.診療所（病床 20床未満） 65 48.5% 

2.紹介受診重点医療機関 21 15.7% 

3.2以外の病院 88 65.7% 

4.歯科医院 36 26.9% 

5.薬局 43 32.1% 

6.その他 51 38.1%

総計 304  
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質問 15 質問 13で 1を選択した方にお伺いします。 

（2）（1）で回答された施設について、貴市町村にある総施設数のうち、約何％の施設と連携

していますか。おおよその回答で構いませんので、10%刻みでご回答ください。（単数回答） 

 

N=18～79 

連携している

施設の割合 

1.診療所

（病床 20

床未満） 

2.紹介受

診重点医

療機関 

3.2以外の

病院 
4.歯科医院 5.薬局 6.その他 

回答数 (N=62) (N=18) (N=79) (N=32) (N=39) (N=49) 

10% 20 3 31 13 17 32 

20% 7 0 5 1 1 1 

30% 4 4 3 1 2 3 

40% 0 1 1 0 0 0 

50% 5 0 6 2 6 5 

60% 4 0 2 3 0 2 

70% 2 2 5 3 1 0 

80% 3 0 4 0 3 0 

90% 4 0 2 3 0 0

100% 13 8 20 6 9 6 

総計 62 18 79 32 39 49 
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N=18～79 

連携している

施設の割合 

1.診療所

（病床 20

床未満）

(N=62) 

2.紹介受

診重点医

療機関

(N=18) 

3.2以外の

病院

(N=79) 

4.歯科医

院(N=32) 

5.薬局

(N=39) 

6.その他

(N=49) 

10% 32.3% 16.7% 39.2% 40.6% 43.6% 65.3% 

20% 11.3% 0.0% 6.3% 3.1% 2.6% 2.0% 

30% 6.5% 22.2% 3.8% 3.1% 5.1% 6.1% 

40% 0.0% 5.6% 1.3% 0.0% 0.0% 0.0% 

50% 8.1% 0.0% 7.6% 6.3% 15.4% 10.2% 

60% 6.5% 0.0% 2.5% 9.4% 0.0% 4.1% 

70% 3.2% 11.1% 6.3% 9.4% 2.6% 0.0% 

80% 4.8% 0.0% 5.1% 0.0% 7.7% 0.0% 

90% 6.5% 0.0% 2.5% 9.4% 0.0% 0.0%

100% 21.0% 44.4% 25.3% 18.8% 23.1% 12.2% 

総計 100.0% 100.0% 100.0% 100.0% 100.0% 100.0% 
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質問 16 質問 13で 1を選択した方にお伺いします。 

取り組みの中で連携している医療専門職として当てはまるものをすべてお選びください。 

（複数回答） 

 

N=134 

連携している医療専門職 回答数 割合 

 (N=134) (N=134) 

1.医師（主に診療所等のかかりつけ医） 56 41.8% 

2.医師（紹介受診重点医療機関に勤務する医師） 10 7.5% 

3.1,2以外の医師 27 20.1% 

4.歯科医師 37 27.6% 

5.薬剤師 47 35.1% 

6.看護師 45 33.6% 

7.医療ソーシャルワーカー 41 30.6% 

8.リハ職 105 78.4% 

9.管理栄養士・栄養士 57 42.5% 

10.歯科衛生士 56 41.8% 

11.その他 18 13.4% 

総計 481  
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質問 17 質問 13で 1を選択した方にお伺いします。 

既存事業への参加を促す働きかけを実施する際の、（1）連携する高齢者に働きかける主体、

また、（2）事業参加後も継続的に高齢者とコミュニケーションを取る主体として当てはまる

ものをすべてお選びください。（複数回答） 
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N=135 

（1）高齢者に事業の参加を働きかける主体 回答数 割合 

 (N=135) (N=135) 

市町村職員・地域包括支援センター職員     

1.市町村職員・直営型地域包括支援センター職員

（事務職） 
30 22.2% 

2.市町村職員・直営型地域包括支援センター職員

（専門職） 
109 80.7% 

3.委託型地域包括支援センター職員（事務職） 7 5.2% 

4委託型地域包括支援センター職員（専門職） 72 53.3% 

5.その他 7 5.2% 

上記以外の主体     

6.医師（主に診療所等のかかりつけ医） 23 17.0% 

7.医師（紹介受診重点医療機関に勤務する医師） 3 2.2% 

8.6,7以外の医師 8 5.9% 

9.歯科医師 10 7.4% 

10.薬剤師 13 9.6% 

11.看護師 17 12.6% 

12.医療ソーシャルワーカー 16 11.9% 

13.コミュニティソーシャルワーカー 2 1.5% 

14.理学療法士 41 30.4% 

15.作業療法士 25 18.5% 

16.言語聴覚士 7 5.2% 

17.管理栄養士・栄養士 12 8.9% 

18.歯科衛生士 12 8.9% 

19.社会福祉士 5 3.7% 

20.ケアマネジャー 46 34.1% 

21.ヘルパー・介護職 11 8.1% 

22.生活支援コーディネーター 35 25.9% 

23.民生委員 27 20.0% 

24.本人・家族 33 24.4% 

25.その他 8 5.9% 

総計 579  
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102 
 

N=135 

（2）継続的に高齢者とコミュニケーションをと

る主体 
回答数 割合 

 (N=135) (N=135) 

市町村職員・地域包括支援センター職員     

1.市町村職員・直営型地域包括支援センター職員

（事務職） 
17 12.6% 

2.市町村職員・直営型地域包括支援センター職員

（専門職） 
92 68.1% 

3.委託型地域包括支援センター職員（事務職） 6 4.4% 

4委託型地域包括支援センター職員（専門職） 75 55.6% 

5.その他 5 3.7% 

上記以外の主体     

6.医師（主に診療所等のかかりつけ医） 8 5.9% 

7.医師（紹介受診重点医療機関に勤務する医師） 0 0.0% 

8.6,7以外の医師 1 0.7% 

9.歯科医師 2 1.5% 

10.薬剤師 0 0.0% 

11.看護師 6 4.4% 

12.医療ソーシャルワーカー 1 0.7% 

13.コミュニティソーシャルワーカー 2 1.5% 

14.理学療法士 22 16.3% 

15.作業療法士 13 9.6% 

16.言語聴覚士 4 3.0% 

17.管理栄養士・栄養士 4 3.0% 

18.歯科衛生士 4 3.0% 

19.社会福祉士 2 1.5% 

20.ケアマネジャー 40 29.6% 

21.ヘルパー・介護職 12 8.9% 

22.生活支援コーディネーター 26 19.3% 

23.民生委員 23 17.0% 

24.本人・家族 32 23.7% 

25.その他 7 5.2% 

総計 404  
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質問 18 質問 13で 1を選択した方にお伺いします。 

質問 13で回答した（1）連携する高齢者に事業参加を促すべく働きかける際、また、（2）事

業参加後も継続的に高齢者とコミュニケーションを取る際に、高齢者とのコミュニケーション

方法として使用されているものをすべてお選びください。（復数回答） 

 

N=135 

（1）高齢者に事業の参加を促す場合のコミュニ

ケーション方法 
回答数 割合 

 (N=135) (N=135) 

1.電話 105 77.8% 

2.FAX 6 4.4% 

3.郵送 52 38.5% 

4.電子メール 5 3.7% 

5.面談・訪問（オンライン実施含む） 118 87.4% 

6.SNS・チャットツール 7 5.2% 

7.その他 17 12.6% 

総計 310  
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N=133 

（2）継続的に高齢者とコミュニケーションをと

る場合のコミュニケーション方法 
回答数 割合 

 (N=133) (N=133) 

1.電話 109 82.0% 

2.FAX 4 3.0% 

3.郵送 31 23.3% 

4.電子メール 5 3.8% 

5.面談・訪問（オンライン実施含む） 117 88.0% 

6.SNS・チャットツール 0 0.0% 

7.その他 11 8.3% 

総計 277  
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質問 19 質問 13で 1を選択した方にお伺いします。 

高齢者に対し既存事業への参加を促す働きかけを実施することについて、参加を促したことが

ある既存事業として当てはまるものをすべてお選びください。（復数回答） 

また、その際に連携した医療専門職として当てはまるものを最大 2つお選びください。（単数

回答） 
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N=135 

参加を促したことがある事業 回答数 割合 

 (N=135) (N=135) 

1.生活支援体制整備事業 24 17.8% 

2.在宅医療・介護連携事業 24 17.8% 

3.認知症施策推進事業 50 37.0% 

一般介護予防事業     

4.介護予防把握事業 42 31.1% 

5.地域介護予防活動支援事業 87 64.4% 

6.地域リハビリテーション活動支援事業 73 54.1% 

介護予防・生活支援サービス事業     

7.従前の訪問介護相当 26 19.3% 

8.訪問型サービス A 16 11.9% 

9.訪問型サービス B 8 5.9% 

10.訪問型サービス C 29 21.5% 

11.訪問型サービス D 1 0.7% 

12.従前の通所介護相当 27 20.0% 

13.通所型サービス A 22 16.3% 

14.通所型サービス B 13 9.6% 

15.通所型サービス C 56 41.5% 

16.その他の生活支援サービス 13 9.6% 

総計 511  
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N=1～85 

連携した医療

専門職① 

1.生活

支援体

制整備

事業 

2.在宅

医療・

介護連

携事業 

3.認知

症施策

推進事

業 

4.介護

予防把

握事業 

5.地域

介護予

防活動

支援事

業 

6.地域

リハビ

リテー

ション

活動支

援事業 

7.従前

の訪問

介護相

当 

8.訪問

型サー

ビス A 

回答数 (N=24) (N=24) (N=49) (N=41) (N=85) (N=72) (N=25) (N=16) 

1.医師（主に

診療所等のか

かりつけ医） 

0 11 19 8 8 0 3 1 

2.医師（紹介

受診重点医療

機関に勤務す

る医師） 

0 0 3 0 0 0 0 0 

3.1,2以外の

医師 
0 0 3 0 1 0 0 1 

4.歯科医師 0 1 0 0 1 0 0 0 

5.薬剤師 1 0 1 1 1 0 0 0 

6.看護師 1 7 8 8 8 1 5 4 

7.医療ソーシ

ャルワーカー 
0 2 3 0 4 1 6 3 

8.リハ職 9 3 4 15 47 63 4 2 

9.管理栄養

士・栄養士 
0 0 1 0 7 3 0 0 

10.歯科衛生士 0 0 0 0 0 1 0 0 

11.その他 13 0 7 9 8 3 7 5 

総計 24 24 49 41 85 72 25 16 
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連携した医療

専門職① 

9.訪問

型サー

ビス B 

10.訪

問型サ

ービス

C 

11.訪

問型サ

ービス

D 

12.従

前の通

所介護

相当 

13.通

所型サ

ービス

A 

14.通

所型サ

ービス

B 

15.通

所型サ

ービス

C 

16.そ

の他の

生活支

援サー

ビス 

回答数 (N=8) (N=29) (N=1) (N=26) (N=22) (N=13) (N=56) (N=12) 

1.医師（主に

診療所等のか

かりつけ医） 

0 2 0 2 4 1 6 1 

2.医師（紹介

受診重点医療

機関に勤務す

る医師） 

0 0 0 0 0 0 0 0 

3.1,2以外の

医師 
0 0 0 0 0 0 0 0 

4.歯科医師 0 0 0 0 0 0 0 0 

5.薬剤師 0 0 0 0 0 0 0 0 

6.看護師 2 2 0 3 4 0 3 3 

7.医療ソーシ

ャルワーカー 
1 2 0 8 3 1 4 2 

8.リハ職 0 16 0 6 6 5 37 1 

9.管理栄養

士・栄養士 
0 3 0 0 0 0 0 0 

10.歯科衛生士 0 0 0 0 0 0 1 0 

11.その他 5 4 1 7 5 6 5 5 

総計 8 29 1 26 22 13 56 12 

 



 

110 
 

N=1～85 

連携した医療

専門職① 

1.生活

支援体

制整備

事業

(N=24) 

2.在宅

医療・

介護連

携事業

(N=24) 

3.認知

症施策

推進事

業

(N=49) 

4.介護

予防把

握事業

(N=41) 

5.地域

介護予

防活動

支援事

業

(N=85) 

6.地域

リハビ

リテー

ション

活動支

援事業

(N=72) 

7.従前

の訪問

介護相

当

(N=25) 

8.訪問

型サー

ビス

A(N=16) 

1.医師（主に

診療所等のか

かりつけ医） 

0.0% 45.8% 38.8% 19.5% 9.4% 0.0% 12.0% 6.3% 

2.医師（紹介

受診重点医療

機関に勤務す

る医師） 

0.0% 0.0% 6.1% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 

3.1,2以外の

医師 
0.0% 0.0% 6.1% 0.0% 1.2% 0.0% 0.0% 6.3% 

4.歯科医師 0.0% 4.2% 0.0% 0.0% 1.2% 0.0% 0.0% 0.0% 

5.薬剤師 4.2% 0.0% 2.0% 2.4% 1.2% 0.0% 0.0% 0.0% 

6.看護師 4.2% 29.2% 16.3% 19.5% 9.4% 1.4% 20.0% 25.0% 

7.医療ソーシ

ャルワーカー 
0.0% 8.3% 6.1% 0.0% 4.7% 1.4% 24.0% 18.8% 

8.リハ職 37.5% 12.5% 8.2% 36.6% 55.3% 87.5% 16.0% 12.5% 

9.管理栄養

士・栄養士 
0.0% 0.0% 2.0% 0.0% 8.2% 4.2% 0.0% 0.0% 

10.歯科衛生士 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 1.4% 0.0% 0.0% 

11.その他 54.2% 0.0% 14.3% 22.0% 9.4% 4.2% 28.0% 31.3% 

総計 100.0% 100.0% 100.0% 100.0% 100.0% 100.0% 100.0% 100.0% 
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連携した医療

専門職① 

9.訪問

型サー

ビス

B(N=8) 

10.訪問

型サー

ビス

C(N=29) 

11.訪

問型サ

ービス

D(N=1) 

12.従

前の通

所介護

相当

(N=26) 

13.通所

型サー

ビス

A(N=22) 

14.通所

型サー

ビス

B(N=13) 

15.通所

型サー

ビス

C(N=56) 

16.そ

の他の

生活支

援サー

ビス

(N=12) 

1.医師（主に

診療所等のか

かりつけ医） 

0.0% 6.9% 0.0% 7.7% 18.2% 7.7% 10.7% 8.3% 

2.医師（紹介

受診重点医療

機関に勤務す

る医師） 

0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 

3.1,2以外の

医師 
0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 

4.歯科医師 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 

5.薬剤師 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 

6.看護師 25.0% 6.9% 0.0% 11.5% 18.2% 0.0% 5.4% 25.0% 

7.医療ソーシ

ャルワーカー 
12.5% 6.9% 0.0% 30.8% 13.6% 7.7% 7.1% 16.7% 

8.リハ職 0.0% 55.2% 0.0% 23.1% 27.3% 38.5% 66.1% 8.3% 

9.管理栄養

士・栄養士 
0.0% 10.3% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 

10.歯科衛生士 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 1.8% 0.0% 

11.その他 62.5% 13.8% 100.0% 26.9% 22.7% 46.2% 8.9% 41.7% 

総計 100.0% 100.0% 100.0% 100.0% 100.0% 100.0% 100.0% 100.0% 
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N=0～36 

連携した医療

専門職② 

1.生活

支援体

制整備

事業 

2.在宅

医療・

介護連

携事業 

3.認知

症施策

推進事

業 

4.介護

予防把

握事業 

5.地域

介護予

防活動

支援事

業 

6.地域

リハビ

リテー

ション

活動支

援事業 

7.従前

の訪問

介護相

当 

8.訪問

型サー

ビス A 

回答数 (N=7) (N=14) (N=27) (N=23) (N=36) (N=28) (N=10) (N=7) 

1.医師（主に

診療所等のか

かりつけ医） 

0 3 1 0 2 3 1 0 

2.医師（紹介

受診重点医療

機関に勤務す

る医師） 

0 0 2 0 0 0 0 0 

3.1,2以外の

医師 
0 0 5 0 0 0 0 0 

4.歯科医師 0 2 0 4 3 1 0 0 

5.薬剤師 1 1 0 1 1 1 0 0 

6.看護師 2 0 7 4 1 2 3 1 

7.医療ソーシ

ャルワーカー 
0 3 5 2 3 2 1 1 

8.リハ職 1 3 1 4 5 1 0 0 

9.管理栄養

士・栄養士 
1 1 1 2 8 6 0 1 

10.歯科衛生

士 
0 0 1 0 5 3 0 0 

11.その他 2 1 4 6 8 9 5 4 

総計 7 14 27 23 36 28 10 7 
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連携した医療

専門職② 

9.訪問

型サー

ビス B 

10.訪

問型サ

ービス

C 

11.訪

問型サ

ービス

D 

12.従

前の通

所介護

相当 

13.通

所型サ

ービス

A 

14.通

所型サ

ービス

B 

15.通

所型サ

ービス

C 

16.そ

の他の

生活支

援サー

ビス 

回答数 (N=3) (N=11) (N=0) (N=11) (N=8) (N=6) (N=15) (N=4) 

1.医師（主に

診療所等のか

かりつけ医） 

0 1 0 1 0 0 1 0 

2.医師（紹介

受診重点医療

機関に勤務す

る医師） 

0 0 0 0 0 0 0 0 

3.1,2以外の

医師 
0 0 0 1 1 0 2 0 

4.歯科医師 0 0 0 0 0 0 0 0 

5.薬剤師 0 0 0 0 0 0 0 0 

6.看護師 0 0 0 3 1 1 3 1 

7.医療ソーシ

ャルワーカー 
2 1 0 1 2 2 0 1 

8.リハ職 0 0 0 1 0 0 1 0 

9.管理栄養

士・栄養士 
0 5 0 0 0 2 2 1 

10.歯科衛生士 0 1 0 0 0 0 3 0 

11.その他 1 3 0 4 4 1 3 1 

総計 3 11 0 11 8 6 15 4 
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N=0～36 

連携した医療

専門職② 

1.生活

支援体

制整備

事業

(N=7) 

2.在宅

医療・

介護連

携事業

(N=14) 

3.認知

症施策

推進事

業

(N=27) 

4.介護

予防把

握事業

(N=23) 

5.地域

介護予

防活動

支援事

業

(N=36) 

6.地域

リハビ

リテー

ション

活動支

援事業

(N=28) 

7.従前

の訪問

介護相

当

(N=10) 

8.訪問

型サー

ビス

A(N=7) 

1.医師（主に

診療所等のか

かりつけ医） 

0.0% 21.4% 3.7% 0.0% 5.6% 10.7% 10.0% 0.0% 

2.医師（紹介

受診重点医療

機関に勤務す

る医師） 

0.0% 0.0% 7.4% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 

3.1,2以外の

医師 

0.0% 0.0% 18.5% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 

4.歯科医師 0.0% 14.3% 0.0% 17.4% 8.3% 3.6% 0.0% 0.0% 

5.薬剤師 14.3% 7.1% 0.0% 4.3% 2.8% 3.6% 0.0% 0.0% 

6.看護師 28.6% 0.0% 25.9% 17.4% 2.8% 7.1% 30.0% 14.3% 

7.医療ソーシ

ャルワーカー 

0.0% 21.4% 18.5% 8.7% 8.3% 7.1% 10.0% 14.3% 

8.リハ職 14.3% 21.4% 3.7% 17.4% 13.9% 3.6% 0.0% 0.0% 

9.管理栄養

士・栄養士 

14.3% 7.1% 3.7% 8.7% 22.2% 21.4% 0.0% 14.3% 

10.歯科衛生士 0.0% 0.0% 3.7% 0.0% 13.9% 10.7% 0.0% 0.0% 

11.その他 28.6% 7.1% 14.8% 26.1% 22.2% 32.1% 50.0% 57.1% 

総計 100.0% 100.0% 100.0% 100.0% 100.0% 100.0% 100.0% 100.0% 
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連携した医療

専門職② 

9.訪問

型サー

ビス

B(N=3) 

10.訪問

型サー

ビス

C(N=11) 

11.訪

問型サ

ービス

D(N=0) 

12.従

前の通

所介護

相当

(N=11) 

13.通

所型サ

ービス

A(N=8) 

14.通

所型サ

ービス

B(N=6) 

15.通所

型サー

ビス

C(N=15) 

16.そ

の他の

生活支

援サー

ビス

(N=4) 

1.医師（主に

診療所等のか

かりつけ医） 

0.0% 9.1% 0.0% 9.1% 0.0% 0.0% 6.7% 0.0% 

2.医師（紹介

受診重点医療

機関に勤務す

る医師） 

0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 

3.1,2以外の

医師 
0.0% 0.0% 0.0% 9.1% 12.5% 0.0% 13.3% 0.0% 

4.歯科医師 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 

5.薬剤師 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 

6.看護師 0.0% 0.0% 0.0% 27.3% 12.5% 16.7% 20.0% 25.0% 

7.医療ソーシ

ャルワーカー 
66.7% 9.1% 0.0% 9.1% 25.0% 33.3% 0.0% 25.0% 

8.リハ職 0.0% 0.0% 0.0% 9.1% 0.0% 0.0% 6.7% 0.0% 

9.管理栄養

士・栄養士 
0.0% 45.5% 0.0% 0.0% 0.0% 33.3% 13.3% 25.0% 

10.歯科衛生士 0.0% 9.1% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 20.0% 0.0% 

11.その他 33.3% 27.3% 0.0% 36.4% 50.0% 16.7% 20.0% 25.0% 

総計 100.0% 100.0% 0.0% 100.0% 100.0% 100.0% 100.0% 100.0% 
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質問 20 質問 4、質問 10、質問 13のいずれかで 1を選択した方にお伺いします。 

貴市町村において最も適切な医療・介護サービスに連携できた好事例について、高齢者の詳細

及び最終的に高齢者が参加した事業として当てはまるものをお選びください。（単数回答） 

 

N=174 

高齢者の詳細＜性別＞ 回答数 割合 

 (N=174) (N=174) 

1.男性 57 32.8% 

2.女性 117 67.2% 

総計 174 100.0% 

 

 

N=174 

高齢者の詳細＜年代＞ 回答数 割合 

 (N=174) (N=174) 

1.50歳未満 0 0.0% 

2.50歳以上 55歳未満 1 0.6% 

3.55歳以上 60歳未満 0 0.0% 

4.60歳以上 65歳未満 0 0.0% 

5.65歳以上 70歳未満 9 5.2% 

6.70歳以上 75歳未満 14 8.0% 

7.75歳以上 80歳未満 47 27.0% 

8.80歳以上 85歳未満 68 39.1% 

9.85歳以上 90歳未満 17 9.8% 

10.90歳以上 18 10.3% 

総計 174 100.0% 
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N=171 

高齢者の詳細＜要支援／要介護度＞ 回答数 割合 

 (N=171) (N=171) 

事業対象者（基本チェックリスト該当者） 66 38.6% 

要支援 1 30 17.5% 

要支援 2 28 16.4% 

要介護 1 17 9.9% 

要介護 2 8 4.7% 

要介護 3 2 1.2% 

要介護 4 0 0.0% 

要介護 5 0 0.0% 

その他 20 11.7% 

総計 171 100.0% 

  



 

119 
 

 

 

 

N=24 

高齢者の詳細＜長谷川式認知症スケールの点数＞ 回答数 割合 

 (N=24) (N=24) 

5点以下 3 12.5% 

6～10点 2 8.3% 

11～15点 2 8.3% 

16～20点 6 25.0% 

21～25点 5 20.8% 

26～30点 6 25.0% 

総計 24 100.0% 

 

中央値 20 

平均値 18.5  
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N=228 

最終的に高齢者が参加した事業 回答数 割合 

 (N=228) (N=228) 

1.生活支援体制整備事業 7 3.1% 

2.在宅医療・介護連携事業 2 0.9% 

3.認知症施策推進事業 18 7.9% 

4.介護予防把握事業 11 4.8% 

5.地域介護予防活動支援事業 40 17.5% 

6.地域リハビリテーション活動支援事業 17 7.5% 

7.従前の訪問介護相当 7 3.1% 

8.訪問型サービス A 3 1.3% 

9.訪問型サービス B 3 1.3% 

10.訪問型サービス C 16 7.0% 

11.訪問型サービス D 0 0.0% 

12.従前の通所介護相当 20 8.8% 

13.通所型サービス A 19 8.3% 

14.通所型サービス B 7 3.1% 

15.通所型サービス C 39 17.1% 

16.その他の生活支援サービス 19 8.3% 

総計 228 100.0% 
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質問 21 質問 4、質問 10、質問 13のいずれかで 1を選択した方にお伺いします。 

取組を通じて、実施できているものをすべてお選びください。（単数回答） 

また、実施できているものについては具体的な内容や定量的な評価結果を自由記述でご記入く

ださい。（複数回答） 

 

N=203 

取組の評価の実施有無 回答数 割合 

 (N=203) (N=203) 

評価を実施できている 98 48.3% 

実施できているものはない 102 50.2% 

無回答 3 1.5% 

総計 203 100.0% 
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N=199 

取組に対する評価の実施状況 回答数 割合 

 (N=199) (N=199) 

1.連携のための仕組みや体制の評価 47 23.6% 

2.目的や目標の達成に向けた過程や活動状況の評価 54 27.1% 

3.目的や目標の達成に向けた連携の結果の評価 26 13.1% 

4.目的や目標の達成度、成果の数値目標の評価 43 21.6% 

5.実施できているものはない 102 51.3% 

総計 272  
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質問 22 質問 4、質問 10、質問 13のいずれかで 1を選択した方にお伺いします。 

取り組み内で医療専門職と連携・連絡を取る際の感じ方として最も近いものをお選びくださ

い。（単数回答） 
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N=110～180 

医療専門職と連携・連絡

を取る際の感じ方 

1.医師（主

に診療所等

のかかりつ

け医） 

2.医師（紹

介受診重点

医療機関に

勤務する医

師） 

3.1,2以外

の医師 
4.歯科医師 5.薬剤師 

回答数 (N=149) (N=110) (N=130) (N=139) (N=148) 

1.いつでも連絡を取れる

良好な関係性である 
23 5 9 13 47 

2.積極的に連絡を取るわ

けではないが、連絡を取

ることをためらうことは

無い 

74 40 56 72 75 

3.連絡とることをためら

うものの、業務や連携に

支障はない 

30 29 32 34 16 

4.連絡を取るのをためら

うため、連絡できない場

合もある 

22 36 33 20 10 

総計 149 110 130 139 148 

  



 

126 
 

医療専門職と連携・連絡

を取る際の感じ方 
6.看護師 

7.医療ソー

シャルワー

カー 

8.リハ職 
9.管理栄養

士・栄養士 

10.歯科衛

生士 

回答数 (N=140) (N=139) (N=180) (N=146) (N=145) 

1.いつでも連絡を取れる

良好な関係性である 
54 69 116 76 73 

2.積極的に連絡を取るわ

けではないが、連絡を取

ることをためらうことは

無い 

66 55 51 56 57 

3.連絡とることをためら

うものの、業務や連携に

支障はない 

14 8 10 10 9 

4.連絡を取るのをためら

うため、連絡できない場

合もある 

6 7 3 4 6 

総計 140 139 180 146 145 
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N=110～180 

医療専門職と連携・連絡

を取る際の感じ方 

1.医師（主

に診療所等

のかかりつ

け医）

(N=149) 

2.医師（紹

介受診重点

医療機関に

勤務する医

師）(N=110) 

3.1,2以外

の医師

(N=130) 

4.歯科医師

(N=139) 

5.薬剤師

(N=148) 

1.いつでも連絡を取れる

良好な関係性である 
15.4% 4.5% 6.9% 9.4% 31.8%

2.積極的に連絡を取るわ

けではないが、連絡を取

ることをためらうことは

無い 

49.7% 36.4% 43.1% 51.8% 50.7% 

3.連絡とることをためら

うものの、業務や連携に

支障はない 

20.1% 26.4% 24.6% 24.5% 10.8% 

4.連絡を取るのをためら

うため、連絡できない場

合もある 

14.8% 32.7% 25.4% 14.4% 6.8% 

総計 100.0% 100.0% 100.0% 100.0% 100.0% 
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医療専門職と連携・連絡

を取る際の感じ方 

6.看護師

(N=140) 

7.医療ソー

シャルワー

カー

(N=139) 

8.リハ職

(N=180) 

9.管理栄養

士・栄養士

(N=146) 

10.歯科衛

生士

(N=145) 

1.いつでも連絡を取れる

良好な関係性である 
38.6% 49.6% 64.4% 52.1% 50.3% 

2.積極的に連絡を取るわ

けではないが、連絡を取

ることをためらうことは

無い 

47.1% 39.6% 28.3% 38.4% 39.3% 

3.連絡とることをためら

うものの、業務や連携に

支障はない 

10.0% 5.8% 5.6% 6.8% 6.2% 

4.連絡を取るのをためら

うため、連絡できない場

合もある 

4.3% 5.0% 1.7% 2.7% 4.1% 

総計 100.0% 100.0% 100.0% 100.0% 100.0% 
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質問 23 フレイル状態であると考えられる高齢者の把握・振り分け・働きかけを推進するた

めの、医療専門職と市町村職員・地域包括支援センター職員の連携における貴市町村の医療

専門職の状態として最も近いものをお選びください。（単数回答） 
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N=254～259 

医療専門職の状態 

1.医師

（主に診

療所等の

かかりつ

け医） 

2.医師

（紹介受

診重点医

療機関に

勤務する

医師） 

3.1,2以外

の医師 

4.歯科医

師 
5.薬剤師 

回答数 (N=258) (N=255) (N=254) (N=256) (N=257) 

1.介護予防領域についての

知識が無く、連携に関心が

ない（無関心期） 

12 15 19 10 10 

2.連携に関心はあるものの

の、介護予防領域について

の知識はない（関心期） 

27 21 20 25 20 

3.介護予防領域の知識を持

っており、連携に対して意

欲的であるが連携には至っ

ていない（準備期） 

60 39 41 69 54 

4.介護予防領域の知識があ

り、継続的ではないが連携

できている（実行期） 

58 19 38 45 55 

5.介護予防領域の知識があ

り、継続的に連携している

（維持期） 

29 10 13 20 45 

6.日ごろ接触しないため不

明・わからない 
69 73 88 79 62 

7.当該医療専門職が市町村

内にはいない 
3 78 35 8 11 

総計 258 255 254 256 257 
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医療専門職の状態 6.看護師 

7.医療ソ

ーシャル

ワーカー 

8.リハ職 
9.管理栄養

士・栄養士 

10.歯科衛

生士 

回答数 (N=254) (N=254) (N=259) (N=255) (N=255) 

1.介護予防領域についての

知識が無く、連携に関心が

ない（無関心期） 

11 8 4 6 5 

2.連携に関心はあるものの

の、介護予防領域について

の知識はない（関心期） 

19 21 7 8 6 

3.介護予防領域の知識を持

っており、連携に対して意

欲的であるが連携には至っ

ていない（準備期） 

49 36 31 40 35 

4.介護予防領域の知識があ

り、継続的ではないが連携

できている（実行期） 

50 45 50 45 55 

5.介護予防領域の知識があ

り、継続的に連携している

（維持期） 

51 40 121 94 76 

6.日ごろ接触しないため不

明・わからない 
70 71 28 50 63 

7.当該医療専門職が市町村

内にはいない 
4 33 18 12 15 

総計 254 254 259 255 255 
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N=254～259 

医療専門職の状態 

1.医師

（主に診

療所等の

かかりつ

け医）

(N=258) 

2.医師

（紹介受

診重点医

療機関に

勤務する

医師）

(N=255) 

3.1,2以外

の医師

(N=254) 

4.歯科医

師(N=256) 

5.薬剤師

(N=257) 

1.介護予防領域についての

知識が無く、連携に関心が

ない（無関心期） 

4.7% 5.9% 7.5% 3.9% 3.9% 

2.連携に関心はあるものの

の、介護予防領域について

の知識はない（関心期） 

10.5% 8.2% 7.9% 9.8% 7.8% 

3.介護予防領域の知識を持

っており、連携に対して意

欲的であるが連携には至っ

ていない（準備期） 

23.3% 15.3% 16.1% 27.0% 21.0% 

4.介護予防領域の知識があ

り、継続的ではないが連携

できている（実行期） 

22.5% 7.5% 15.0% 17.6% 21.4% 

5.介護予防領域の知識があ

り、継続的に連携している

（維持期） 

11.2% 3.9% 5.1% 7.8% 17.5% 

6.日ごろ接触しないため不

明・わからない 
26.7% 28.6% 34.6% 30.9% 24.1% 

7.当該医療専門職が市町村

内にはいない 
1.2% 30.6% 13.8% 3.1% 4.3% 

総計 100.0% 100.0% 100.0% 100.0% 100.0% 
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医療専門職の状態 
6.看護師

(N=254) 

7.医療ソ

ーシャル

ワーカー

(N=254) 

8.リハ職

(N=259) 

9.管理栄

養士・栄

養士

(N=255) 

10.歯科衛生士

(N=255) 

1.介護予防領域についての

知識が無く、連携に関心が

ない（無関心期） 

4.3% 3.1% 1.5% 2.4% 2.0% 

2.連携に関心はあるものの

の、介護予防領域について

の知識はない（関心期） 

7.5% 8.3% 2.7% 3.1% 2.4% 

3.介護予防領域の知識を持

っており、連携に対して意

欲的であるが連携には至っ

ていない（準備期） 

19.3% 14.2% 12.0% 15.7% 13.7% 

4.介護予防領域の知識があ

り、継続的ではないが連携

できている（実行期） 

19.7% 17.7% 19.3% 17.6% 21.6% 

5.介護予防領域の知識があ

り、継続的に連携している

（維持期） 

20.1% 15.7% 46.7% 36.9% 29.8% 

6.日ごろ接触しないため不

明・わからない 
27.6% 28.0% 10.8% 19.6% 24.7% 

7.当該医療専門職が市町村

内にはいない 
1.6% 13.0% 6.9% 4.7% 5.9% 

総計 100.0% 100.0% 100.0% 100.0% 100.0% 
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質問 24 （1）取組の実施有無に関わらず、医療専門職との連携において目指したい医療専

門職の状態として最も近いものをお選びください。（単数回答） 
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N=254～259 

（1）取組の実施有無に関

わらず、目指したい医療専

門職の状態 

1.医師

（主に診

療所等の

かかりつ

け医） 

2.医師

（紹介受

診重点医

療機関に

勤務する

医師） 

3.1,2以外

の医師 

4.歯科医

師 
5.薬剤師 

回答数 (N=257) (N=254) (N=254) (N=256) (N=255) 

1.介護予防領域についての

知識はないが、連携に関心

はある（関心期） 

19 19 19 20 13 

2.連携に対して意欲的で介

護予防領域の知識がある

が、連携には至っていない

（準備期） 

18 15 19 22 15 

3.介護予防領域の知識があ

り、継続的ではないが連携

できている（実行期） 

80 63 73 81 67 

4.介護予防領域の知識があ

り、継続的に連携している

（維持期） 

136 78 105 125 148 

5.当該医療専門職が市町村

内にはいない 
4 79 38 8 12 

総計 257 254 254 256 255 
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（1）取組の実施有無に関

わらず、目指したい医療専

門職の状態 

6.看護師 

7.医療ソ

ーシャル

ワーカー 

8.リハ職 

9.管理栄

養士・栄

養士 

10.歯科衛

生士 

回答数 (N=254) (N=254) (N=259) (N=256) (N=254) 

1.介護予防領域についての

知識はないが、連携に関心

はある（関心期） 

12 14 7 13 10 

2.連携に対して意欲的で介

護予防領域の知識がある

が、連携には至っていない

（準備期） 

18 11 7 7 11 

3.介護予防領域の知識があ

り、継続的ではないが連携

できている（実行期） 

59 58 40 44 44 

4.介護予防領域の知識があ

り、継続的に連携している

（維持期） 

161 135 187 180 173 

5.当該医療専門職が市町村

内にはいない 
4 36 18 12 16 

総計 254 254 259 256 254 
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N=254～259 

（1）取組の実施有無に関

わらず、目指したい医療専

門職の状態 

1.医師

（主に診

療所等の

かかりつ

け医）

(N=257) 

2.医師

（紹介受

診重点医

療機関に

勤務する

医師）

(N=254) 

3.1,2以外

の医師

(N=254) 

4.歯科医

師(N=256) 

5.薬剤師

(N=255) 

1.介護予防領域についての

知識はないが、連携に関心

はある（関心期） 

7.4% 7.5% 7.5% 7.8% 5.1% 

2.連携に対して意欲的で介

護予防領域の知識がある

が、連携には至っていない

（準備期） 

7.0% 5.9% 7.5% 8.6% 5.9% 

3.介護予防領域の知識があ

り、継続的ではないが連携

できている（実行期） 

31.1% 24.8% 28.7% 31.6% 26.3% 

4.介護予防領域の知識があ

り、継続的に連携している

（維持期） 

52.9% 30.7% 41.3% 48.8% 58.0% 

5.当該医療専門職が市町村

内にはいない 
1.6% 31.1% 15.0% 3.1% 4.7% 

総計 100.0% 100.0% 100.0% 100.0% 100.0% 
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（1）取組の実施有無に関

わらず、目指したい医療専

門職の状態 

6.看護師

(N=254) 

7.医療ソ

ーシャル

ワーカー

(N=254) 

8.リハ職

(N=259) 

9.管理栄

養士・栄

養士

(N=256) 

10.歯科衛

生士

(N=254) 

1.介護予防領域についての

知識はないが、連携に関心

はある（関心期） 

4.7% 5.5% 2.7% 5.1% 3.9% 

2.連携に対して意欲的で介

護予防領域の知識がある

が、連携には至っていない

（準備期） 

7.1% 4.3% 2.7% 2.7% 4.3% 

3.介護予防領域の知識があ

り、継続的ではないが連携

できている（実行期） 

23.2% 22.8% 15.4% 17.2% 17.3% 

4.介護予防領域の知識があ

り、継続的に連携している

（維持期） 

63.4% 53.1% 72.2% 70.3% 68.1% 

5.当該医療専門職が市町村

内にはいない 
1.6% 14.2% 6.9% 4.7% 6.3% 

総計 100.0% 100.0% 100.0% 100.0% 100.0% 
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質問 24 （2）質問 4、質問 10、質問 13のいずれかで 1を選択した方にお伺いします。貴市

町村で実施している当該取組が目指す医療専門職の状態として最も近いものをお選びくださ

い。（単数回答） 
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N=179～195 

（2）取組が目指す医療専

門職の状態 

1.医師

（主に診

療所等の

かかりつ

け医） 

2.医師

（紹介受

診重点医

療機関に

勤務する

医師） 

3.1,2以外

の医師 

4.歯科医

師 
5.薬剤師 

回答数 (N=186) (N=182) (N=183) (N=183) (N=186) 

1.介護予防領域についての

知識はないが、連携に関心

はある（関心期） 

12 12 8 9 5 

2.連携に対して意欲的で介

護予防領域の知識がある

が、連携には至っていない

（準備期） 

7 10 10 12 8 

3.介護予防領域の知識があ

り、継続的ではないが連携

できている（実行期） 

62 48 62 63 49 

4.介護予防領域の知識があ

り、継続的に連携している

（維持期） 

102 53 78 92 116 

5.当該医療専門職が市町村

内にはいない 
3 59 25 7 8 

総計 186 182 183 183 186 
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（2）取組が目指す医療専

門職の状態 
6.看護師 

7.医療ソ

ーシャル

ワーカー 

8.リハ職 

9.管理栄

養士・栄

養士 

10.歯科衛

生士 

回答数 (N=181) (N=179) (N=195) (N=187) (N=186) 

1.介護予防領域についての

知識はないが、連携に関心

はある（関心期） 

6 9 4 9 6 

2.連携に対して意欲的で介

護予防領域の知識がある

が、連携には至っていない

（準備期） 

12 11 4 6 7 

3.介護予防領域の知識があ

り、継続的ではないが連携

できている（実行期） 

46 35 18 28 30 

4.介護予防領域の知識があ

り、継続的に連携している

（維持期） 

114 102 161 140 134 

5.当該医療専門職が市町村

内にはいない 
3 22 8 4 9 

総計 181 179 195 187 186 
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N=179～195 

（2）取組が目指す医療専

門職の状態 

1.医師

（主に診

療所等の

かかりつ

け医）

(N=186) 

2.医師

（紹介受

診重点医

療機関に

勤務する

医師）

(N=182) 

3.1,2以外

の医師

(N=183) 

4.歯科医

師(N=183) 

5.薬剤師

(N=186) 

1.介護予防領域についての

知識はないが、連携に関心

はある（関心期） 

6.5% 6.6% 4.4% 4.9% 2.7% 

2.連携に対して意欲的で介

護予防領域の知識がある

が、連携には至っていない

（準備期） 

3.8% 5.5% 5.5% 6.6% 4.3% 

3.介護予防領域の知識があ

り、継続的ではないが連携

できている（実行期） 

33.3% 26.4% 33.9% 34.4% 26.3% 

4.介護予防領域の知識があ

り、継続的に連携している

（維持期） 

54.8% 29.1% 42.6% 50.3% 62.4% 

5.当該医療専門職が市町村

内にはいない 
1.6% 32.4% 13.7% 3.8% 4.3% 

総計 100.0% 100.0% 100.0% 100.0% 100.0% 
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（2）取組が目指す医療専

門職の状態 

6.看護師

(N=181) 

7.医療ソ

ーシャル

ワーカー

(N=179) 

8.リハ職

(N=195) 

9.管理栄

養士・栄

養士

(N=187) 

10.歯科衛

生士

(N=186) 

1.介護予防領域についての

知識はないが、連携に関心

はある（関心期） 

3.3% 5.0% 2.1% 4.8% 3.2% 

2.連携に対して意欲的で介

護予防領域の知識がある

が、連携には至っていない

（準備期） 

6.6% 6.1% 2.1% 3.2% 3.8% 

3.介護予防領域の知識があ

り、継続的ではないが連携

できている（実行期） 

25.4% 19.6% 9.2% 15.0% 16.1% 

4.介護予防領域の知識があ

り、継続的に連携している

（維持期） 

63.0% 57.0% 82.6% 74.9% 72.0% 

5.当該医療専門職が市町村

内にはいない 
1.7% 12.3% 4.1% 2.1% 4.8% 

総計 100.0% 100.0% 100.0% 100.0% 100.0% 
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質問 25 フレイル状態にある高齢者を把握し既存事業への参加を促すための医療専門職と市

町村職員・地域包括支援センター職員の連携のための取組における課題として当てはまるも

のをすべてお選びください。課題がない場合は、「10.特に課題はない」をお選びください。

（複数回答） 

N=260 

課題 回答数 割合 

 (N=260) (N=260) 

課題がある 245 94.2% 

課題はない 15 5.8% 

無回答 0 0.0% 

総計 260 100.0% 
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N=260 

課題 回答数 割合 

 (N=260) (N=260) 

1.取り組みを実施するための市町村・地域包括支援

センターの人員が不足している 
201 77.3% 

2.取り組みを実施するための医療機関の人員が不足

している 
115 44.2% 

3.取り組みを実施するための財源が不足している 81 31.2% 

4.医療専門職と連携したいと考えているが、具体的

に医療専門職に何を依頼すればよいかわからない 
75 28.8% 

5.これまで医療専門職とコンタクトを取ることが少

なく、連携を依頼する関係性が構築されていない 
72 27.7% 

6.介護予防に関する知識や状況について、医療専門

職から興味を持ってもらえずインプットの機会が得

られない 

48 18.5% 

7.医療専門職が市町村職員・地域包括支援センター

に連携・協力するインセンティブがない・市町村が

インセンティブを設計できない 

80 30.8% 

8.医療専門職に対して依頼しても、その後連携に関

わる反応や連絡が無く連携が進まない 
18 6.9% 

9.高齢者に働きかけても施策参加に繋がらず、効果

が低い 
71 27.3% 

10.特に課題はない 15 5.8% 

11.その他 13 5.0% 

総計 789  
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質問 26 フレイル状態にある高齢者を把握し既存事業への参加を促すための医療専門職と市

町村職員・地域包括支援センターの連携のための取組に関して、参考にしている市町村をご

記入ください。 

 

N=260 

参考にしている市町村有無 回答数 割合 

 (N=260) (N=260) 

参考にしている市町村はない 217 83.5% 

回答 40 15.4% 

無回答 3 1.2% 

総計 260 100.0% 

 

質問 27 フレイル状態にある高齢者を把握し既存事業への参加を促すための医療専門職と自

治体職員・地域包括支援センターの連携において、都道府県に求める支援として当てはまる

ものをすべてお選びください。支援が必要ではない場合は、「9.都道府県による支援は必要

ない」をお選びください。（複数回答） 

 

N=260 

都道府県に求める支援有無 回答数 割合 

 (N=260) (N=260) 

都道府県に求める支援がある 248 95.4% 

都道府県による支援は必要ない 12 4.6% 

無回答 0 0.0% 

総計 260 100.0% 
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N=260 

都道府県に求める支援 回答数 割合 

 (N=260) (N=260) 

1.セミナー・研修会の実施 140 53.8% 

2.好取組事例の紹介 154 59.2% 

3.補助金等の財政的な支援 114 43.8% 

4.市町村間の情報交換の場の設置・開催 111 42.7% 

5.有識者やアドバイザー等の派遣 62 23.8% 

6.市町村からの相談窓口の設置 40 15.4% 

7.都道府県主導での取組の推進

例）都道府県医師会を巻き込んだ取組の推進など 
124 47.7% 

8.モデル事業の実施 26 10.0% 

9.都道府県による支援は必要ない 12 4.6% 

10.その他 12 4.6% 

総計 795  
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リーフレット
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152 
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